
 

                 平成２１年度 宮城県社会福祉協議会 事業報告書 

経営理念の実現に向け，経営方針，経営目標，行動計画のもと，平成２１年度事業を実施しました。 

経営方針１ 地域福祉を総合的に推進する。 

 

経営目標（１)市町村社会福祉協議会が行う地域における支え合いの仕組みづくりとその運営を支援する。 

行動計画 事業計画 事業実績の概要 成果・課題等  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 市町村社会福

祉協議会地域福

祉活動計画の策

定及びその実践

に対し，個別的，

専門的支援を行

う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ 地域福祉推進

基礎組織の設置

及び発展を支援

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ハ 地域総合相

談・生活支援シス

テム構築に向け

た支援を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ニ 社会福祉協議

会職員の養成を

支援する。 

 

 

 

 

 

全市町村社会福祉協議会が３ヵ年で地域福祉活動計画を策定

できるように，「社協活動実践研究委員会」での研究をもとに，

所要の支援を行います。 

（イ）策定する社会福祉協議会との連絡会議及び研修 

 

 

 

 

 

 

 

（ロ）策定する社会福祉協議会へ実践研究委員派遣による支援

 

 

 

 

 

 

 

 地域における支え合いの仕組みの単位となる「小地域福祉活

動」の現状と課題を研究し，その有効性をモデル社会福祉協議

会で実施し，各社会福祉協議会への普及を目指します。 

（イ）実践研究委員会における調査・研究 

 

 

 

 

 

（ロ）モデル社会福祉協議会における実践への支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域の中での個々人の「困りごと」は，住民同士の地域での

助け合いも専門の関係機関との連携も，重層的に必要なことで

あり，その再構築について研究と実施を目指します。 

（イ）実践研究委員会における調査・研究 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ロ）モデル社会福祉協議会における実践への支援（再掲） 

 

地域福祉推進の要である社会福祉協議会の役職員等の「地域

福祉の理念」に関する専門性をより高めるため，研修等を実施

します。 

（イ）全国社会福祉協議会主催研修会等への市町村社会福祉協

議会職員の派遣 

 

 

 

 

 

 

（概要） 

地域福祉活動計画の策定に係る連絡会議を開催し

ました。    講師：岩手県立大学都築光一准教授

（実績） 

活動計画の具体的な作成手法の提案を行いました。

・第１回（４月２７日）１５市町村社協の参加 

・第２回（７月６日） １２市町村社協の参加 

・第３回（２月３日）  ９市町村社協の参加 

（概要） 

 県内６箇所に対し，地域福祉活動計画の策定支援を

進めました。 

（実績） 

・支援社協：蔵王町／女川町／大郷町／大河原町 

・７月策定終了 七ヶ浜町社協 

・３月策定終了 美里町社協 

 

 

 

 

（概要） 

 実践研究委員会において，社協の委員，外部委員，

本会委員が参画し，現地訪問を含め小地域福祉活動研

究を推進しました。 

（実績） 

・１５回の会議（現地訪問等含む）実施 

（概要） 

第５回社協フォーラムを１１月に開催し，県内社協

等から意見をいただいた上で，研究報告書をまとめま

した。 

（実績） 

・研究報告書 「社協の組織と活動の充実のために，

必要な具体的手法について」 

   平成２０年度及び平成２１年度のまとめ 

（分冊１・分冊２） 

 

 

 

 

（概要） 

実践研究委員会において，市町村社協の委員，外部

委員，本会委員が参画し，社協における総合相談の現

状と生活支援システム構築に向けた研究を推進しま

した。 

（実績） 

・１１回の会議実施 

・社協フォーラムでの研究報告・事例検討 

 

 

 

 

○経営方針１－ロ，（ロ）再掲 

 

 

 

 

（概要） 

専門性を高めるため，全国社会福祉協議会主催研修

会等へ社協の職員を派遣しました。 

（実績） 

・９月 コミュニティワーク研修会  

柴田町，涌谷町各１人

 

 

 

（成果） 

県内１３市町村で

の 

活動計画の策定が修

了 

しました。 

（課題等） 

・更なる市町村社協へ 

の啓発活動 

 

（成果） 

職員を派遣するこ

と 

で，手法の確認や課題 

が明確になりました。 

（課題等） 

・各市町村社協が実施 

した手法の一般化 

 

 

 

 

（成果） 

研究やフォーラム

で 

の意見交換により，小 

地域福祉の重要性の

認 

識が深まりました。 

（課題等） 

・地域の中での実践事 

例を県内に広めて

い 

くこと 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（成果） 

市町村社協におけ

る 

総合相談の現状と市

町 

村社協が行う生活支

援 

の重要性について共

通 

認識がはかられまし

た 

（課題等） 

・相談後の解決に向け 

た生活支援施策の

具 

体化・事例研究が必 

要 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ホ 市町村社会福

祉協議会との連

携を進める。 

 

 

 

 

 

 

 

（ロ）市町村社会福祉協議会役職員の研修（会議）の実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 市町村社会福祉協議会との情報交換，課題の協議等をとおし，

協力して地域福祉を推進していきます。 

（イ）市町村社会福祉協議会会長・事務局長会議の開催 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ロ）実践研究委員会による研究活動（再掲） 

（ハ）市町村社会福祉協議会便覧発行，福祉情報提供 

 

 

 

 

 

（ニ）第５回社会福祉協議会フォーラムの開催 

・１０月 社会福祉協議会全国会議 

              丸森町，大郷町各１人

・１１月 地域の福祉力セミナー＆全国校区サミット

涌谷町，仙台市，美里町各１人

・３月  地域総合相談・生活支援研修 

              丸森町・柴田町各１人

（概要） 

社協職員の資質向上をめざし研修会を開催しまし

た。 

（実績） 

・役員研修会（１月１８日）理事・評議員向け地域福

祉推進編 

・社協職員としての新任研修 

第１回（４月２２日）１８人参加 地域福祉論 

第２回（６月２日）１２人参加 社協活動論 

第３回（７月１０日）１６人参加 事業の各論 

 

 

 

（概要） 

 市町村社協が置かれている状況を共通認識し，今後

の方向性について協議するため，市町村社協会長・局

長会議を開催しました。 

（実績） 

・会長，局長会議の開催           ６月

・第２，３回事務局長会議の開催    １０・２月

・福祉情報提供，研修会案内         随時

・介護職員処遇改善交付金及び福祉・介護人材の処遇

改善事業に係る情報交換会の実施 （１２月） 

○経営方針１－（１）－ロ，ハ（再掲） 

（概要） 

市町村社協へ便覧発行や福祉情報の提供を行いま

した。 

（実績） 

・市町村社協他関係機関１４２箇所へ配布 

 

（概要） 

・実践研究委員会での研究内容に対し意見をいただく

ため，研究成果を発表し，意見交換を行う社協フォー

ラムを開催しました。 

（実績）  

・１１月２１日 第５回 社協フォーラム開催 

                 参加者１２９人 

 

 

 

 

 

 

（成果） 

県内の市町村社協

職 

員の資質向上が図ら

れ 

ました。 

（課題等） 

・県内全体の職員の資 

質向上の技法の検

討 

 

 

 

 

 

（成果） 

市町村社協の役員

が 

地域福祉推進を学ぶ

機 

会や市町村社協の職

員 

の基礎的な知識を身

に 

つける機会を提供で

き 

ました。 

（課題等） 

・市町村社協の中堅職 

員が学ぶ機会の提

供 

 

 

 

（成果） 

所要の情報交換を

行 

うことで共通認識が

図 

られました。 

（課題等） 

・今後会長，局長が具 

体的な情報交換や

意 

見交換をできる場

の 

設定 

 

 

（成果） 

各市町村社協の取

り 

組み概要を確認でき

る 

ようになりました。 

（課題等） 

・内容の充実 

（成果） 

実践研究委員会で

研 

究した内容を協議・意 

見交換することがで

き 

ました。 

（課題等） 



 

・実践するための工夫 

経営目標（２）社会的援護を必要とする人々への自立支援を充実する。 

行動計画 事業計画 事業実績の概要 成果・課題等  

イ 日常生活自立

支援事業の充実

強化を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「日常生活自立支援事業（まもりーぶ事業）」 

判断能力が低下し，日常生活に不安を持つ方へ，福祉サービ

ス利用援助・日常的金銭管理サービス等の実施などの定期的な

訪問により自立生活のサポートを行います。 

（イ）ニーズに対応した福祉サービス利用援助等事業の展開 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ロ）潜在するニーズ発見，利用者拡大のための広報啓発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ハ）より地域に密着したサービス実施のための基幹型社協へ

の事業委託の推進 

 

 

 

 

（概要） 

定期的な訪問による生活変化の見守りを行いなが

ら関係機関と連携・協力しながら地域に密着した形で

支援を推進しました。 

（実績） 

実利用者数 ４４９人

新規契約者 １１３人

解約者 ５９人

初期相談件数 ３１３人

利用者・関係機関等と

の連絡調整及び支援

件数 

２０，４１４件

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（概要） 

対象者の掘り起こしや事業内容の周知を図るため

リーフレットの配布及び研修会等での事業説明・広報

活動を行いました。 

（実績） 

・民生委員児童委員協議会での広報活動 

・事業説明／５月鹿島台・６月蔵王町・７月色麻 

町・１１月石巻市・２月大崎市・県新任民生委員 

研修会 

・市町村社協だよりによる広報活動 

・４月大和町・南三陸町，８月白石市，美里町 

１０月南三陸町②・七ヶ浜町・川崎町， 

１１月大河原町・丸森町 

２月丸森町②，大河原町②，柴田町 

（概要） 

気仙沼市社協並びに柴田町社協への事業委託に向

けた具体的業務委託に係る事務処理内容や事業運営

等について協議を行いました。 

（実績）基幹型社協への全面事務委託の協議 

・気仙沼市社協との委託協議 

６，９月気仙沼市社協と委託協議 

７月から委託に向けた金融機関との協議開始 

２月気仙沼市社協と協議２２年１０月事業委託と

なりました。 

・柴田町社協との委託協議 

９月仙南２市７町社協局長会議開催により柴田町

 

 

 

 

（成果） 

 関係機関とのチ－

ム 

ケア体制が確保され

た 

役割分担・協力・連携 

のもとに利用契約・支 

援を行い，利用者が安 

心して自立した生活

が 

できる支援を行いま

し 

た。 

（課題等） 

・利用者増加に伴い多 

種多様・複雑化した 

相談支援が増えた

こ 

とによる専門員，生 

活支援員の資質の

向 

上 

・関係機関との協議， 

連携による支援に

対 

して，迅速･適切に

対 

応出来るような基

幹 

的社協への事業委

託 

体制整備 

（成果） 

 民生委員等への事

業 

説明により，地域住民 

へ事業の周知を図り

ま 

した。 

（課題等） 

・地域に潜在するニー 

ズ，要支援者に気づ 

き見つけ出すため

の 

地域住民や民生委

員 

との連携強化 

 



 

社協を代表的社協として委託協議開始， 

１・２月柴田町社協と委託事務内容協議 

３月柴田町社協と協議の結果２２年１０月事業委

託となりました。 

 

 

 

（成果） 

 圏域毎に具体的な

協 

議を進め，気仙沼・本 

吉圏域は気仙沼市社

協，仙南圏域は柴田町 

社協に代表的（基幹

的） 

社協として事業委託

の 

内諾を得ました。 

（課題等） 

・気仙沼市及び柴田町 

社協への事業委託

準 

備，金融機関との契 

約協議，調整，登米 

石巻支部専門員の

派 

遣処遇（３年間を限 

度とした派遣） 

・気仙沼市・柴田町社 

 協への専門員配置

身 

分（基幹的社協での 

雇い入れ依頼） 

 業務負担，財源確保 

 

 

 

 

ロ 生活福祉資金

貸付事業を推進

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「生活福祉資金貸付事業」 

資金の借入により自立更生が見込まれる世帯に対して，生活

福祉資金，離職者支援資金，長期生活支援資金及び要保護世帯

向け長期生活支援資金の貸付を行います。 

（イ）借入申込世帯のニーズに応じた資金の貸付促進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（概要） 

 低所得者世帯，高齢者世帯，障害者世帯また失業に

より生計の維持が困難となった世帯に対し，生活福祉

資金の貸付を行うことで，経済的自立と生活意欲の助

長促進を図り，安定した生活を送れることを支援して

きました。 

（実績） 

〔貸付状況〕 

資金種類 審査 決定 決定金額（千円）

総合支援

資金（離

職者支援

資 金 含

む） 

１７０件 １６６件 １０８，６３８

福祉資金 ７７件 ７３件 ５３，９５３

教育支援

資金 
１４６件 １４４件 ８１，２０２

緊急小口

資金 
１９０件 １７９件 １６，５８５

不動産担

保型生活

費 

５件 ５件 ４６，７４６

要保護不

動産担保

型生活費

１件 １件 ５，０７５

計 ５９０件 ５６８件 ３１２，１９９

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（成果） 

更生資金（生業費） 

福祉資金（障害者自動 

車購入費等），修学資

金 

（10月以降教育支援 

資金），離職者支援資

金 

総合支援資金，緊急小 

口資金等が必要な世

帯 

に対し貸付を行い世

帯 

の自立の促進につな

げ 

ました。 

 特に離職者支援資

金 

総合支援資金，緊急小 

口資金の貸付が急増

し 

ました。 

（課題等） 

・制度改正や社会情勢 

の変化等により，借 

入希望者や市区町

村 

社協からの照会，相 

談，及び緊急性を要 

する資金への申込

が 

急増したことから， 

書類受理から貸付

決 

定までの業務を迅

速 

に行うよう努めて

き 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ハ 東北中国帰国

者支援・交流セン

ターを運営する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ロ）償還指導による適正な債権管理の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ハ）介護福祉士等就学資金貸付事業（新規） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中国帰国者で社会的自立が困難な状況の方へ，地域の定着・

自立を目指し学習支援や相談事業などで自立を支援します。 

（イ）東北６県の自治体，民間団体の支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ロ）帰国者一人一人のニーズに即した日本語学習支援・交流

事業を実施し，帰国者の閉じこもりを防止 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（概要） 

 市町村社協と連携・協同により債務者等と個別面接

を行い，償還指導の徹底を図りました。 

（実績） 

償還指導 

・３６回，対象１４５件（面接１０２件） 

・転居先の追跡調査３１件（判明１９件） 

 

 

 

 

（概要） 

 国の福祉・介護人材事業の一環として，介護福祉

士・社会福祉士養成施設に入学者に対して，就学資金

の貸付を行ってきました。 

（実績） 

・介護福祉士等修学資金貸付事業  

新規貸付予定者数      １５４人 

貸付決定者      １０８人 

決定額 １９５，５５０千円 

貸付率     ７０．１％ 

 

 

 

 

 

 

 

（概要） 

東北６県の自治体関係者との情報交換，ネットワー

クの強化を図るため，会議，研修会等を実施してきま

した。 

（実績） 

＜会議＞ 

・ 東北連絡会議 宮城（６月１９日） 

＜交流会＞ 

・東北交流会（なかやま山荘 １０月１～２日） 

・交流会（山形 １０月１７日） 

・交流会（青森 １２月４日） 

・移動交流会（県北地区５月，仙台市折立８月） 

＜支援者研修会＞ 

・ 支援者研修会 宮城（６月１９日） 

・ 支援者研修会（山形 １０月１６日） 

・ 支援者研修会及び交流会（秋田 １１月４日） 

・ 支援者研修会 （東北６県 ３月１１日） 

（概要） 

対象者のニーズにあったコースの設定に努め，日本

語教室に４コース（歌で覚える日本語，実用日本語，

近隣交際会話，ピンイン学習）を新たに設け選択範

囲を幅広く実施してきました。 

（実績） 

・日本語学習発表会（３月7日） 

〔日本語学習支援〕 

 登録者（人） コース 

日本語教室 ３７８ １２

パソコン ９１ ４

スクーリング ８ ４

〔交流事業〕 

・地域，帰国者間の交流を図るため畑，太極拳，書道

等７コースを定期的に実施するほか，ボランティアと

の交流を密に図るため月１回体験外出等企画した。 

・広報誌／６月，９月，１２月，３月 

〔相談事業〕（件） 

 件数 

生活相談   ２５２ 

就労相談   ２０２ 

〔帰国者支援事業〕 

・通訳派遣 ２２７件 

 

 

ました。（緊急小口

資 

金は年度当初の３

倍 

総合支援資金も離

職 

者支援資金より６

倍 

の借入申込み） 

・借入希望者への相談 

や貸付後の世帯状

況 

確認等，貸付に関す 

る相談対応及び諸

手 

続き等正確さと迅

速 

さが一層求められ

て 

おり，更なる関係機 

関に対する周知徹

底 

（成果） 

 長期滞納者に対し

個 

別に面接を行った結

果 

１０２件の償還開始

が 

得られました。 

（課題等） 

・貸付希望者の多様な 

世帯状況により正

確 

で迅速に対応でき

る 

更なる職員スキル

ア 

ップ 

（成果） 

 将来県内の福祉の

現 

場で働く優秀な人材

の 

確保を図るため，資金 

的な援助を実施しま

し 

た。 

（課題等） 

 借受者が資格を習

得 

して学校を卒業後，県 

内の福祉従事者とし

て 

定着するために，今後 

も県内福祉施設の情

報 

提供等福祉人材セン

タ 

ーと連携したコーデ

ィ 

ネートが必要 

 

 

（成果） 

支援者研修会で調

査 

を実施し，今後のニー 

ズの把握ができまし

た 

・通訳研修会の必要性 



 

 

 

 

 

ニ 高齢者・障害者

及びその家族か

らの相談に応じ，

支援する。 

 

 

 

 

 

地域生活における当事者・家族からの「相談」に対し専門機

関として，総合的に受け止め，必要な機関との連携・協力を行

うとともに，市町村域の相談支援体制を支援します。 

（イ）県内全域をカバーする専門的相談事業の充実強化 

ａ 宮城県高齢者総合相談センター事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ 市町村から受託した障害者相談支援事業の実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｃ 国から受託した就業・生活支援センター事業の実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｄ 障害児等療育等支援事業の実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｅ 宮城県発達障害者支援センター事業の実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（概要） 

 高齢者及びその家族が抱える保健，福祉，医療等に

係る様々な心配ごとや悩みごと，生きがい健康づくり

等の一般相談や法律，医療，介護等の専門相談に応じ

るとともに地域に出向いて市町村社協と共催する巡

回相談の実施並びに外出できない高齢者等を対象に

した特別電話相談を実施してきました。 

 また，市町村社協を初め相談関係機関との連携を図

るため，高齢者関係相談機関連絡会議等を開催しまし

た。 

（実績） 

〔相談概要〕（件） 

一般相談 専門相談
巡回相談

 

特別電話

相談 

1，７４５ ３５２ ５６ ６４

・高齢者関係相談機関連絡会の開催／７月，１０機関，

２０人参加 

・ 研修会への講師派遣／栗原市・富谷町社協等４か

・ 所，参加者１４２人 

（概要） 

 市町村から受託した相談支援事業として，対象

市町村に居住する障害者やその家族からの日常

生活や福祉サービスに関する様々な相談に対応

し，利用者のニーズに即した支援を行ってきました。

（実績） 

〔相談概要〕（件） 

事業所 受託市町村 相談件数 

時や 

大崎市，涌谷町，

美里町，色麻町，

加美町 

２，８３９

ぱれっと 

よしおか 

大和町，大衡村，

富谷町，大郷町 
１，８７０

ぱれっと 

さんのう 

多賀城市 

利府町，松島町，

七ヶ浜町 

２，２３５

ぱれっと 

さとのもり
岩沼市，亘理町 ３，４０３

（概要） 

 就職や職場への定着が困難な障害者及び就業経験

のない障害者に対し，就業及びこれに伴う日常生活，

社会生活上の支援を行ってきました。また，就業前準

備訓練，職場定着支援及び事業所開拓等を関係機関と

の連携の下，障害者の職業的自立に向けた支援を推進

してきました。 

（実績） 

・「ＬｉｎＫ」（大崎圏域）「わ～く」（仙台圏域）で受

託実施 

事業所 相談件数（件） 就職（人） 

ＬｉｎＫ ４，７６４ ３５

わ～く ３，６６８ ３２

 

（概要） 

市町村が実施する障害者相談支援事業と連携して

相談員を配置し，身近な地域で障害児等及びその家族

が療育相談・指導を受けられる体制整備に努めてきま

した。 

（実績） 

・ぱれっと受託実施／３２６件 

 

（概要） 

 発達障害児（者），その家族，障害児（者）施設及

び保育所等に対し来所，電話及び電子メール等で発達

支援や就労支援を実施してきました。また，関係施設

及び関係機関等に対する普及啓発及び研修を行って

（医療専門用語の研

修 

等） 

・圏域自治体との連携 

強化 

（課題等） 

・支援を東北６県で実 

施し，連携しネット 

ワークを深める。 

・自治体と連携して， 

通訳研修会を実施

し 

て行く。 

 

（成果） 

日本語学習への意

欲 

の高まりと共に交流

活 

動をを通じて，他県よ 

り当センターに通所

し 

てきていました。 

ボランティアとの

交 

流活動の場を設定し

た 

ことで多くのボラン

テ 

ィアとかかわること

が 

でき，交流の幅が拡大 

し，日本語を使う環境 

が出来てきました。 

帰国者の活動の場

が 

できたことで，多くの 

方の表情が明るくな

り 

閉じこもり防止が図

ら 

れました。 

（課題等） 

・利用者主体の支援が 

継続されるようボ

ラ 

ンティア研修会の

継 

続 

・ボランティア団体の 

活用・拡大 

・日本社会での体験

や, 

交流の場の設定の

拡 

大 

 

 

 

 

（成果） 

県内全域をカバー

す 
る機関の一つとして， 
市町村社協及び関係

機 
関との連携のもと，

｢一 
般相談｣「専門相談」

に 
応じ，高齢者や障害児 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

f 精神障害者夜間等相談窓口事業の実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ロ）総合相談機能の充実による「ワンストップ相談」体制の

強化 

きました。 

（実績） 

・「えくぼ」（延べ） 

相談支援 発達支援 就労支援 研修会 

９６０件 ２５５件 ８６件 ６回

・移動相談会               ３６回

 

 

（概要） 

 精神障害者及び家族等からの専ら医療の必要性の

少ない一般的な電話相談に対して，休日夜間において

電話相談を受け付けてきました。 

（実績） 

・援護寮で実施／９，００７件 

 

 

 

（概要） 

 ３団体統合のメリットを活かし，「生活福祉資金貸

付事業」「日常生活自立支援事業（まもりーぶ）」「福

祉人材センター｣｢障害児・者｣に関すること等，地域

での生活支援に関する相談分野についても総合的に

受け止め相談体制の充実に努めてきました。 

（実績） 

・県社協のスケールメリットで対応 

者及びその家族の

方  々
等への支援を図るこ

と 
ができました。 

（課題等） 

・県の方向性と地域包 
括支援センター事

業 
との関連における， 
高齢者総合相談セ

ン 
ター事業の位置づ

け 
と運営の検討 

 

 

（成果） 

相談事業所として

地 

域での理解が得られ

て 

きました。 

（課題等） 

・複雑化多様化そして 

専門化する相談に

対 

応するための職員

の 

更なるスキルアッ

プ 

・地域の課題の整理 

 

 

 

 

 

 

 

 

（成果） 

 就職実績は，「Ｌｉ 

ｎＫ」２０人→３５

人， 

「わ～く」１８人→  

３２人とともに順調

な 

成果を挙げました。 

（課題等） 

・増加傾向にある法定 

雇用率に含まれな

い 

「はざま」の方の対 

応 

・企業への更なる雇用 

啓蒙，啓発 

 

（成果） 

相談を受ける事業

と 

して地域での理解が

得 

られてきました。 

（課題等） 

・児童から者（成人） 

へのライフステー

ジ 

に応じた連続した

支 

援 

（成果） 



 

 専門相談員を４人

配置 

し，予約制で相談を受

付 

けたことで，相談者か

ら 

好評を得られました。 

（課題等） 

・配置職員の更なるレ 

ベルアップ 

・専門相談員の常勤配 

 置 

（成果） 

 相談窓口として周

知 

されており相談者の

安 

心に安心感に繫げて

き 

ました 

（課題等） 

・対応に専門性が求め 

られるので人材の

確 

保 

（成果） 

生活課題へのより

迅 

速な対応が協議でき

対 

応しました。 

（課題等） 

・市町村段階の機関と 

の密接な連携 

 

経営目標 (３)ボランティア・市民活動を推進する。 

行動計画 事業計画 事業実績の概要 成果・課題等  

イ 市町村社会福

祉協議会ボラン

ティアセンター

活動への支援を

強化する。 

 

 

 

地域の福祉ニーズや状況を把握している社会福祉協議会のボ

ランティアセンター活動を支援し，地域福祉を推進します。 

（イ）ボランティアセンター機能の改善に取り組む社会福祉協

議会に対し，重点的支援の実施【１．（１）と一体で行う。】

 

 

 

 

 

 

 

 

（ロ）ボランティア基金によるボランティアセンター運営の支

  援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ハ）市町村社会福祉協議会ボランティア担当者会議・研修会

実施 

 

 

 

 

（概要） 

市町村社協が実施する災害対応事業やボランティ

ア講座開催等の支援を行ってきました。 

（実績） 

・ボランティア講座研修等の支援    延べ２１回

・災害関連研修・会議等の支援     延べ２５回

 

 

 

（概要） 

８億の基金からでる果実を市町村へ活動推進のた

め配分してきたが，２５年間継続の事業であり，利率

の低下，額の低下により改革が必要とされてきまし

た。 

（実績） 

・人口割り活動助成           ３５社協

・全国研修派遣助成        １５社協１５人

・先駆的事業助成             ５社協

 

 

（概要） 

社協ＶＣが活発になるために，必要な会議・研修を

行い，市町村の現状把握と資質向上の機会を提供して

きました。 

（実績） 

・担当者会議の開催      ３月１５日 ３５人

 

 

 

 

（成果） 

 災害対応等の内容

を 

地域福祉活動につな

げ 

ることが出来，意識向 

上につながりました。 

（課題等） 

・研修実施後の展開へ 

フォローアップが

必 

要 

（成果） 

 従来の人口割り助

成 

に加え，新たに申請方 

式による助成と全国

研 

修の参加助成を行っ

た 

ことで,更なる市町村 

社協の人材育成支援

を 

行ってきました。 

（課題等） 

・更なる社協への啓発 

活動 

（成果） 

 会議形式とワーク

形 



 

式を用いた参加型会

議 

として研修的な要素

を 

取り入れました。 

（課題等） 

・実践の積み上げ式研 

修の企画 

 ロ 住民参加と人

づくりのための

基盤整備を進め

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ハ 中間支援や広

域での活動を目

的とする多様な

団体との連携・協

働を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ニ ボランティ

ア・市民活動の啓

発と情報提供を

推進する。 

地域での活動や協力を住民に対し促す役割のコーディネータ

ーの養成，自発的に考えて行動できるような手法などの研究を

行います。 

（イ）地域指定福祉教育推進事業の実施 

 

 

 

 

 

 

 

（ロ）ボランティアコーディネーター養成の充実 

 

 

 

 

 

 

（ハ）地域福祉活動推進者（コミュニティソーシャルワーカー）

の育成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＮＰＯ支援センターや他の関係団体と課題や地域福祉推進の

目的を共有し，連携して地域活動を行います。 

（イ）中間支援組織ネットワークの形成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ロ）広域におけるシニアリーダー層の活動の支援 

 

 

 

 

 

 

 

ボランティア・市民活動を活発にするための情報提供と相談事

業を実施します。 

（イ）ホームページ，情報誌による情報発信 

 

 

 

 

 

（ロ）ボランティア保険の普及促進 

 

 

 

（概要） 

３年間の地域指定を受けている市町村社協へ事業

の助言及びコーディネート，ファシリテーションの支

援を行ってきました。 

（実績） 

・３年間の最終年度で利府町社協７回／村田町社協７

回／色麻町社協８回／角田市社協１回の運営委員会

を開催しました。 

（概要） 

ボランティア担当業務職員の基礎知識を学ぶ研修

を実施しました。 

（実績） 

・１１月１７日(基礎編)          ３６人

・１１月３０日(スキルアップ編)      ３２人

 

（概要） 

地域で福祉を推進する住民・職員の・総合的な養成

研修を実施し，地域活動の実践的な展開に結び付けま

した。 

（実績） 

・「地域福祉活動の理念を学ぶ」 

１月２７日 美里会場   ３１人 

        １月２８日 角田会場   ３２人 

・「地域課題の解決手法を学ぶ」 

        ２月９日 角田会場    ３０人 

        ２月１０日 美里会場   ２７人 

・「地域活動の展開手法を学ぶ」 

        ３月１０日 美里会場   １３人 

        ３月１１日 角田会場   ２８人 

 

 

（概要） 

ＮＰＯセンターと協働での震災復興の計画づくり

及び支援の検討や展開の協議を行ってきました。 

（実績） 

・打合せ９回／栗原復興イベント６月１３日 

・せんだい・みやぎＮＰＯセンターとの協働で支援フ

ァンドの創設など震災復興支援の展開を行いまし

た。 

 

 

（概要） 

エルダーネット事業とタイアップし，シニア活動者

の活性化支援を行ってきました。 

（実績） 

・岩沼，東松島，迫，大崎の各会場のカリキュラムに

講師役として参加しました。 

 

 

 

 

（概要） 

ボランティア・市民活動の研修案内及び各種助成事

業等の情報発信を行ってきました。 

（実績） 

・ホームページを随時更新，情報誌に毎月１回情報を

記載しました。 

（概要） 

ボランティア活動中に，本人自身がケガ若しくは死

亡した場合の傷害事故や，他人にケガをさせてしまっ

 

 

 

（成果） 

 運営委員会の開催

を 

通して住民のエンパ

ワ 

ーメント，指定社協の 

スキルアップにつな

が 

りました。 

（課題等） 

・指定終了後の展開 

（成果） 

 コーディネートの

基 

礎を実践的に伝える

こ 

とが出来ました。 

（課題等） 

・更なる専門性が向上 

できる機会の提供 

（成果） 

 住民と社協職員が

共 

に学ぶことで共通認

識 

が生まれ，地域展開の 

きっかけ作りにつな

が 

りました。 

（課題等） 

・その後の具体的な地 

域活動につながる

フ 

ォローアップ 

 

 

 

 

 

 

（成果） 

 復興イベント支援

の 

打ち合わせ等を通し

連 

携が深まり，日ごろの 

情報共有等が活発に

行 

われるようになりま

し 

た。 

（課題等） 

・被災地関係者の更な 

るエンパワーメン

ト 

（成果） 

 地域における災害

対 

応の必要性や住民の

役 



 

た，又は他人の物を壊してしまった場合の賠償事故 
などの事故を幅広く補償する保険制度でボランティ

アが安心して活動できるよう保険加入を促進してき

ました。 

（実績） 

種類 件数 人数 

ボランティア保

険 
２，７４７件 ５６，１９４人

ボランティア・行

事保険 
２，６３７件 １５５，９５４人

いきいきふれあ

いサロン保険 
１５８件 ５０，３００人

 

割の意識付けにつな

が 

りました。 

（課題等） 

・居住地の市町村社協 

との具体的な連携

推 

進 

 

（成果） 

 活動者の情報支援

に 

つながりました。 

（課題等） 

・タイムリーな情報収 

集握 

（成果） 

 保険加入を促進す

る 

ことで，ボランティア 

活動をする際の安心

感 

を担保出来ました。 

（課題等） 

・更なる加入促進  

・円滑な窓口対応 

 

 

経営目標 (４)高齢者の社会参加を促進する。 

行動計画 事業計画 事業実績の概要 成果・課題等  

イ 地域のシニア

リーダーとなる

人材を育成する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

多様な関心とニーズに対応できる学習をとおし，高齢者の地

域活動を推進するリーダーを育成します。 

（イ）宮城いきいき学園運営事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ロ）「元気が出る・実用シニア塾」の企画・運営 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（概要） 

高齢者の多様な関心・ニーズに対応できる学習を幅

広く且つ専門的に行うとともに，地域社会の発展に寄

与できる高齢者のリーダーとなる人材育成と社会貢

献活動への参加を図ってきました。 

（実績） 

・宮城いきいき学園５校の運営（人） 

学園名 １学年 ２学年 計 

仙南校 ４８ ４１ ８９ 

大崎校 ４６ ３８ ８４ 

石巻校 ３６ ３９ ７５ 

気本校 ３４ ３４ ６８ 

登栗校 ４０ ４０ ８０ 

計 ２０４ １９２ ３９６ 

 

・月２回の学習，各校２２回終了／年間 

・主なカリキュラム 

 一般教養（環境問題，くらしのマナー 他） 

 健康実践（高齢期の心と体，健康方法 他） 

 地域貢献活動への参画・基礎科目 

 （福祉社会を考える，ボランティアのすすめ 他）

 地域貢献活動への参画・実践活動科目 

 （社会参加活動のすすめ，施設訪問 他） 

（概要） 

地域での社会貢献と元気高齢者対策を実践するリ

ーダー養成を行ってきました。 

（実績） 

・元気が出る・実用シニア塾の運営 

 仙南塾（岩沼市中央公民館）       ３２人

 石巻塾（東松島市コミュニティセンター） ３２人

 登米・栗原塾（登米市迫公民館）     ４３人

 大崎塾（大崎生涯学習センター）     ３２人

                 ４塾合計１３９人

・４塾とも７月から１２月まで，月１回全６回のカリ

キュラム及び１０月２７日に，各塾独自の企画によ

り課外授業を開催しました。 

 

 

 

 

 

（成果） 

 卒業生は２，７７６ 

人（３月３１日現在） 

在園時に学んだ知識・ 

技術等を地域に還元

し 

たいと考える卒業生

は 

９割を超えており（ア 

ンケート結果）各地域 

で個人又は団体で精

力 

的に地域貢献活動を

実 

践してきました。 

（課題等） 

・卒業後の地域貢献活 

動等の実態把握 

・具体的な進め方（窓 

口等）のコーディネ 

ート 

 

 

 

 

 

 

（成果） 

 地域活動等に興味

が 

ある受講生が多いた

め 

様々なカリキュラム

を 

実践することで知識

や 

技術等の習得に繋が

り 

ました。 



 

 

 

 

ロ 高齢者のスポ

ーツ，文化活動を

振興する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ハ 高齢者の地域

活動，ボランティ

ア，市民活動への

参加を促進する。 

 

 

 

スポーツ・文化活動により，社会参加を促進します。 

（イ）シルバースポーツ振興事業として全国健康福祉祭（ねん

りんピック・北海道）への選手派遣 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ロ）宮城シニア美術展開催 

 

 
 
 

 
 
 

 
 

 

 

 

 

 

 
 

宮城いきいき学園の受講生・卒業生を含めた地域のシニア層

の方々の地域活動，ボランティア，市民活動への参加を促進し

ます。 

（イ）地域参加活動説明会（シニアの地域参加・交流セミナー）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ロ）生きがい健康づくり推進協力員地域活動支援事業 

 

 

 

 

 

 

（ハ）「いきいきライフみやぎ」の発行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（概要） 

高齢者のスポーツ振興を図るため，高齢者のスポー

ツ・文化の全国大会である全国健康福祉祭（ねんりん

ピック）へ選手を派遣するほか，高齢者スポーツの推

進を図ってきました。 

（実績） 

・第２２回ねんりんピック北海道・札幌大会（９月５

日から８日まで４日間）への選手団派遣 

８種目，選手１２５人・役員７人

・第１６回宮城シニア美術展各部門 
日本画・洋画・書・写真・工芸各部門２点を出展し，

洋画，工芸それぞれ１点入賞 
・シルバースポーツ振興事業補助金交付／１０団体 

（概要） 

高齢者の創作による絵画（日本画・洋画），書，写

真，工芸の５部門を設け，作品を募集し，「宮城シニ

ア美術展」を開催して，高齢者の文化活動への理解を

促すとともに，全国健康福祉祭（ねんりんピック）へ

の出展作品を併せて選考しました。 

（実績） 

・第１７回宮城シニア美術展 １２月３日から６日ま

で４日間開催 

・会場 宮城県美術館県民ギャラリー 
・出展数 
  日本画２７点・洋画６１点・書１６点・写真３５

点・工芸２０点           計１５９点

・最優秀及び優秀作品１０点を平成２２年１０月９日

から１２日開催の第２３回全国健康福祉祭いしか

わ大会へ出展予定。 
 

 

 

 

（概要） 

学園の講座を一般に公開し，「宮城いきいき学園開

放講座」として，パネルディスカッションを開催し，

地域住民と共に，豊かな地域社会づくりを目指したシ

ニア世代の活動を考える活動の場としました。同時に

地域社会の発展に寄与できるリーダーとしての研修

の場としてきました。 

（実績） 

・５回開催（各学園１回開催）   参加者４２８人

 

 

 

 

（概要） 

高齢者が健康で生きがいを持ち社会参加活動を行

えるよう推進協力員に委嘱し地域における高齢者の

社会参加の促進と意識啓発を図ってきました。 

（実績） 

・生きがい健康作り（地区大会） 

    ５回開催（各学園１回開催）参加者９９０人

（概要） 

中高年層を中心とした県民に対して，高齢社会に対

応した良質な情報を提供し，社会参加及び生きがい作

り等を促進してきました。 

（実績） 

・６月・９月・１２月・３月に各１００，０００部発

行し，県内に配布しました。 

・配布先は，市町村や関係機関及びＳＵＮクラブ会員

に５千部，県内高齢者世帯にピンポイントで９．５

万部配布しました。（河北新報社） 

 

 

 

 

（課題等） 

・卒塾後の地域活動等 

の実態把握と側面

的 

支援 

（その他） 

・財団法人長寿社会開 

発センター補助事

業 

であり，今年度で 

「元気が出る・実用 

シニア塾」は終了と 

なりました。 

 

 

（成果） 

 全国健康福祉祭（ね 

んりんピック）へ選手 

を派遣し，高齢者スポ 

ーツの推進を図りま

し 

た。 

（課題等） 

・大会の周知度が低い 
ことから，広報等の 
強化  

・平成２４年度宮城・ 
仙台大会の開催準

備 
 
（成果） 

 「宮城シニア美術

展」 

への出展をとおし高

齢 

者の文化活動への理

解 

を促進しました。 
（課題等） 
・出展数においては近 
年横ばい状況のた 
め，新規出展者の発 
掘 

  
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

（成果） 

身近な地域におい

て 
活動可能な受け入れ

団 
体や資源等の情報を

提 
供することで，卒業後 
は各種活動への意識

高 
揚を図りました。 
また，公開講座のため 
地域ぐるみの展開も

可 
能となりました。 
（課題等） 
・地域住民の更なる参 



 

 

（ニ）いきいきＳＵＮクラブ運営事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ホ）みやぎエルダーネット支援事業 

 

 

 

 

 

（概要） 

高齢化社会において，豊かでいきいきとした生活の

実現に資するため，会員制による各種情報の発信とサ

ービスの提供を行ってきました。 

（実績） 

・入会キャンペーンの実施／秋のキャンペーン（１０

月～１２月）１４７人入会，冬・早春キャンペーン

（１１月～３月）９９人入会 

・ＳＵＮクラブニュース発行／５月，７月，９月，１

１月，１月，３月の６回 

・会員対象の講座，講習会の開催／１２回，３３９人

・会員対象の行事の開催／５回，２１５人 

・会員対象の日帰りバス旅行／月１回，計１２回５１

３人 

・会員感謝の集いの開催／７月２４日東京エレクトロ

ンホール，８９９人１月２９日電力ホール９９１人

 

（概要） 

退職サラリーマンの自主的運営組織である，宮城の

熟年仲間交流組織「みやぎエルダーネット」の運営を

支援してきました。 

（実績） 

・運営委員数               １６人

・エルダーネット運営委員会／７回開催 

・実用シニア学の企画／１３回，２，７６７人 

（行事等終了後はアンケートを実施） 

・みやぎ見聞録事業／２５回，８７４人 

（行事等終了後はアンケートを実施） 

・組織の方向性の検討 

幹事会を５回実施して，平成２３年度以降の体制

を平成２２年度中に一定の方向性を結論付けるこ

とにしました。 

・奈良県社会福祉協議会へ視察／１１月１６日，３人

・福井県社会福祉協議会の視察受け入れ／ 
１１月１２日

・山口県社会福祉協議会の視察受け入れ／ 
１２月１５日～１６日 

・財団法人長寿社会開発センター研修会／ 
３月３日～４日

・みやぎエルダーネット元気通信の発行／５月，７月，

９月，１１月，１月，３月で９千部発行   

加促進 
（成果） 

卒業生全員に委嘱

状 
を交付したことで，活 
動に対する意識の高

揚 
が図られました。 
（課題等） 
・地域住民の参加促進 

（成果） 

高齢社会に対応し

た 
内容が中心のため，中 
高齢者の情報源の一

つ 
として定着しました。 
地域で活動してい

る 
高齢者の紹介記事を

掲 
載することで，紹介者 
及び読者の意識高揚

や 
社会参加等への意欲

向 
上が図られました。 
（課題等） 
・更なる独創性のある 
新しい高齢者観の

醸 
成 

（成果） 

キャンペーンと新

聞 

折込による会員が増

加 

の効果がありました。 

会員対象行事にお

け 

る参加費の助成を実

施 

したことにより参加

者 

数において前年(２， 

９２８人)から３，５

９ 

０人と増加しました。 

（課題等） 

・休眠会員の掘り起こ 

しのための行事企

画 

・会員獲得のための手 

段方法の検討及び

会 

員サービスの新た

な 

取り組みの模索 

（成果） 

 社会情勢及び参加

者 

の意向を踏まえなが

ら 

多様なニーズに沿っ

た 

展開を行うことがで

き 

ました。   

（課題等） 

・今後の組織体制（運 

営形態等）につい



 

て， 

自主・独立を視野に 

任意団体及びＮＰ

Ｏ 

等法人組織化を含

め 

平成２２年度中に

一 

定の方向性の検討 

経営目標 （５)福祉諸団体を支援する。 

行動計画 事業計画 事業実績の概要 成果・課題等  

イ 福祉諸団体，Ｎ

ＰＯ法人等を支

援する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ 民生委員・児童

委員を支援する。 

 

 

 

 

 

 

 社会福祉法人や業種別協議会，福祉ＮＰＯ等の事業，活動に

対し，必要に応じ協議・連携し，支援します。 

（イ）児童福祉関連分野との連携・協働 

 

 

 

 

 

 

 

（ロ）県社会福祉施設経営者協議会等との連携・協働 

 

 

 

 

 

 

 

 

 地域社会を支える重要な人材である民生委員・児童委員の活

動を支援します。 

（イ）民生委員児童委員の階層別研修の実施（相談技法研修含

む） 

 

 

 

 

 

 

（ロ）民生委員互助給付事業の実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ハ）民生委員・児童委員活動との連携による地域福祉活動の

強化 

 

 

 

（概要） 

宮城県児童養護施設協議会や宮城県里親連合会へ

の支援を行ってきました。 

（実績） 

・全国児童養護施設長研究協議会開催への支援 

 １０月２８日～３０日 全国より５５９人参加 

・宮城県里親連合会への運営及び事務支援 

  役員会，組織体制，各種事業実施の支援 

（概要） 

 福祉人材センターや経営相談センターが中心とな 

って経営協と関わりながら，他施設法人の支援のあり

方を検討してきました。 

（実績） 

・福祉人材センター運営委員会委員の委嘱 

・経営協総会への参加 

・本会主催の社会福祉施設経営セミナーの共催依頼 

 

 

 

（概要） 

民生委員児童委員を対象に研修会を行いました。 

（実績） 

・６月民生委員児童委員会会長研修会   １４５人

・７月中堅民生委員児童委員研修会    １２１人

・１１月主任児童委員研修会        ９９人

・１月相談技法研修会          １６６人

・２月新任民生委員児童委員研修会     ６４人

（概要）  

全国民生委員児童委員互助共励事業の申請・給付を

行ってきました。 

（実績） 

〔給付概要〕 

一般死亡 ８件

配偶者死亡 １８件

退任慰労  ５０件

一般傷病 ３６件

災害見舞（居宅） ２件

計 １１４件

（概要） 

指定民児協によるモデル的事業の実施と支援を行

ってきました。 

（成果）  

・七ヶ宿町，大河原町の民協を指定し，各地域での実

践が進んできました。 

・白石市民児協平成２０年度から継続指定 

 

 

（成果） 

支援をおこなうこ

と 

で，連携強化が図られ 

ました。 

（課題等） 

・継続した支援や，連 

携のあり方 

 

（成果） 

連携して施設法人

支 

援を行うことの必要

性 

を認識しました。 

（課題等） 

・部署間連携強化 

 

 

 

 

 

（成果） 

研修会を県民児協

と 

協働で企画実施する

こ 

とにより，共通認識が 

図られました。 

（課題等） 

・更なる研修内容の充

実 

 

（成果） 

民生委員児童委員

の 

互助・共励に努めてき

ました。 

（課題等） 

・県民児協との更なる 

連携と役割分担 

 

 

 

（成果） 

モデル的事業の指

定 

をしたことにより

各  々

の地域での実践が進

み 

ました。 

（課題等） 

・各地域での取り組み 

の普及 



 

ハ 社会福祉充実

のため要望の実

現を目指して関

係機関に働きか

けを行う。 

 福祉諸団体と連携して，社会福祉充実のための要望をまとめ，

関係機関に働きかけを行います。 

（概要） 

 社会福祉充実のため関係諸団体からの要望をとり

まとめ，県に要望書として提出しました。 

（実績） 

・福祉諸団体から要望等の募集／１団体から要望 

・県への要望書の提出／６月２３日 

・県からの回答／１０月６日 

（成果） 

 関係団体（１ヶ所） 

の要望を県に提出し

ま 

した。 

（課題等） 

・多様な要望に対する 

対応の方法 

経営目標 (６)有事の際の災害支援活動を円滑に行う。 

行動計画 事業計画 事業実績の概要 成果・課題等  

イ 災害時に備

えた福祉救援，ボ

ランティア活動

支援の体制整備

を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ 県災害ボラン

ティアセンター

の運営機能を強

化する。 

 災害時において福祉救援，ボランティア活動支援が円滑に実

施できるよう，行政，ＮＰＯ，地域住民等との連携，協働の体

制整備を進めます。 

（イ）市町村社協災害救援事業実施に際する支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ロ）市町村災害ボランティアセンター設置運営訓練（スキル

アップ編）事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ハ）宮城県災害ボランティアセンター支援連絡会議（県主催）

に参加し，連携，協働体制を整備，県災害ボランティアセ

ンターの運営機能を強化します。 

 

 

 

（イ）県災害ボランティアセンター運営訓練の実施 

 

 

 

（概要） 

災害ボランティアなどの事業企画に対し，講師役や

企画内容の助言などを行ってきました。 

（実績） 

・市町村社協に対する支援         ２５回

 

 

 

 

（概要） 

市町村災害ボランティアセンター運営に向けたス

キルアップを図るため，訓練，研修を実施しました。

（実績） 

・設置運営訓練 加美町１０月１６日   １２６人

仙台市 ２月１９日    １７６人 

石巻市 ２月２１日     ８９人 

・一般向け基礎研修   ７月２１日     ９０人

・運営中核者研修（第１回）５月１１日    ４１人

（第２回）７月１５日    ７１人

・スタッフスキルアップ研修 

（第１回）１０月２０日    ６２人 

（第２回）１１月１０日    ５１人 

・県派遣指定職員研修  ６月 ９日    ６３人 

６月１０日    ４０人 

・災害ボランティアシンポジウム     ３７０人 

（概要） 

県災害ＶＣ運営に関与する団体同士の連携を目的

とした会議に参加しました。 

（実績） 

・岩手・宮城内陸地震での各団体の支援内について確

認されました。               ７月９日 

（概要） 

 大規模災害に備えて，宮城県とＮＰＯ法人関係者と

協同でセンターの運営訓練並びに市町村社協との連

携を図りました。 

（実績） 

・９．１県総合防災訓練 

・県災害ボランティアセンター設置訓練 

           県職員１４人，ＮＰＯ法人１人

・登米市社協で実施     県職員４人，県社協４人

 

 

 

（成果） 

 講師役等を担うこ

と 

で社協，地域住民の意 

識向上につながりま

し 

た。 

（課題等） 

・研修や会議後の発展 

的な展開へのフォ

ロ 

ー 

（成果） 

災害ボランティア

セ 

ンター運営に向けた

職 

員のスキルアップに

つ 

ながりました。 

（課題等） 

・研修は任意参加にな 

るので，参加出来な 

い社協等へのフォ

ロ 

ー 

 

 

 

 

 

 

（成果） 

 日ごろの連携強化

に 

つながりました。 

（課題等） 

・団体同士の具体的な 

連携の検討 

（成果） 

 県災害ボランティ

ア 

センター運営の基本

的 

対応を学ぶことが出

来 

ました。 

（課題等） 

・具体的課題への対応 

力の強化 

 

経営目標 (７)県民に対し，わかりやすい福祉情報を発信する。 

行動計画 事業計画 事業実績の概要 成果・課題等  

イ 社会福祉協議

会活動に関する

情報を発信し，社

協への理解を深

 社会福祉協議会に関する情報を広報誌やメディアを利用しタ

イムリーに発信することで，理解と関心を高めます。 

（イ）「福祉みやぎ」の発行 

 

 

 

（概要） 

 福祉に関する意識の高揚と市町村社協に係る理解

 

 

（成果） 

 市町村社協及び福



 

める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ ボランティ

ア・市民活動関係

情報を提供する。 

 

 

 

 

 

 

ハ 福祉制度，福祉

課題等広く社会

福祉に関する情

報を提供する。 

 

 

 

 

 

（ロ）宮城県社会福祉協議会ホームページの運営 

 

 

 

 

 

 

 

（ハ）第５回社会福祉協議会フォーラムの開催（再掲） 

  

ボランティア・市民活動に役立つ情報を発信します。 

（イ）ホームページによる情報発信及び情報誌「こらぼ」の発

 行 

 

 

 

 

（ロ）「いきいきライフみやぎ」の発行（再掲） 

 

社会福祉に関する情報を広報誌やホームページにより，県民，

社会福祉関係者に伝えます。 

（イ）福祉人材広報誌「はーとふる」の発行（再掲） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ロ）第５５回宮城県社会福祉大会の開催 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ハ）宮城県社会福祉協議会ホームページの運営（再掲） 

（ニ）「福祉みやぎ」の発行（再掲） 

の促進のために「福祉みやぎ」の発行を行ってきまし

た。 

（実績） 

・「福祉みやぎ」の発行             ６回

 

（概要） 

 法人ホームページの管理，運営を随時おこない，福

祉に関する情報を迅速に提供するよう努めてきまし

た。 

（実績） 

・トップページアクセス数     ６２７，５５０件

 

 

○経営方針１－（１）－ホ（再掲） 

 

 

（概要） 

 ホームページでは福祉に関する情報を，情報誌「こ

らぼ」ではボランティア活動に関する情報を発信して

きました。 

（実績） 

・「こらぼ」の発行              １２回

○経営方針１－（４）－ハ（再掲）  

 

 

 

（概要） 

 福祉サービスへの理解と関心を高めるとともに，社

会福祉を目的とする事業への就労促進を図るため広

報誌を発行してきました。 

（実績） 

・福祉人材広報誌「はーとふる」の発行 

    ９月,２月各４，０００部

 

 

（概要） 

 社会福祉関係者が一堂に会し，社会福祉の理念の定

着と豊かな福祉社会の実現を目指し開催しました。 

（実績） 

・１１月５日実施 

 

 

 

 

 

 

○経営方針１－（７）－イ（再掲） 

○経営方針１－（７）－イ（再掲） 

祉 

活動に関する様々な

情 

報を発信してきまし

た 

（課題等） 

・読者対象の明確化 

・配布先の整理 

（成果） 

迅速な情報提供や

利 

用規約の整備を行い

ま 

した。 

（課題等） 

・ホームページを適切 

に管理する手法の

確 

立と迅速性への対

応 

 

 

 

（成果） 

・ＮＰＯの力を借り協 

働でより多くの読

者 

に広報できました。 

（課題等） 

・県内情報の充実化 

 

 

 

 

（成果） 

求職者，事業者，学 

校関係機関等に向け

て 

様々な情報を発信で

き 

ました。 

（課題等） 

・配布対象者のニーズ 

をより反映した広

報 

誌の作成。 

（成果） 

 福祉関係６団体と

共 

催で宮城県の福祉関

係 

者等が一堂に会し，長 

年にわたり社会福祉

の 

向上に尽力された

方  々

を表彰しました。 

（課題等） 

・今以上の理念の定着 

を定着させるため

の 

内容の検討 

経営方針２ 福祉人材の確保と育成に向けた取組を推進する。 

 

経営目標 (１)福祉人材確保の取組の充実を図る。 

行動計画 事業計画 事業実績の概要 成果・課題等  

 

 

 

 

 

イ 関係機関との

福祉人材確保に

関する課題等の

共有，連携・協働

を推進する。 

 福祉人材確保に関する課題等をハローワーク，施設関係団体，

職能団体と共有し，連携して対応していきます。 

（イ）宮城県福祉人材センター運営委員会の開催 

 

 

 

 

（概要） 

 宮城県福祉人材センター事業の円滑かつ効果的運

営を図るため県社会福祉施設経営者協議会等関係機

 

 

（成果） 

人材確保対策事業

等 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ 福祉の仕事に

関するイメージ

アップを図るた

めの広報等を行

う。  

 

 

 

 

 

 

 

 

ハ 社会福祉法

人・事業所の人

材採用活動を支

援する。 

 

 

 

 

 

 

 

（ロ）関係機関団体との連携 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ハ）福祉人材無料職業紹介事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 人材確保のため，県民及び学校へ幅広く広報し，福祉の仕事

の重要性をアピールします。 

（イ）福祉人材広報誌「はーとふる」の発行（再掲） 

（ロ）福祉の仕事に関するイメージアップ，人材センター周知

のためのポスター等の作成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 社会福祉法人・事業所と連携・協動し，よりよい人材の確保・

定着に努めます。 

（イ）福祉人材確保推進事業 

  ａ 職員採用・育成に関するセミナーの開催 

 

関団体（委員１２名）を構成メンバーとして開催しま

した。 

（実績） 

・１０月９日，３月１１日開催     委員１２人

 

 

 

（概要） 

ハローワーク・看護協会等，関係機関団体との連携

による福祉従事者の雇用促進に努めてきました。 

（実績） 

・専門学校，大学等への訪問        １０校訪問

・職場説明会における後援           ５団体

・みやぎ福祉人材確保推進協議会（新規）への参加 

６月２月

・宮城県看護協会運営委員会への参加 

・「福祉・介護フェア」ブース出展        １０月

・介護就労支援セミナー講師派遣         ８月

・大学就職ガイダンス講師派遣      １２月 ２月

・介護等体験受入調整   ３３２施設１，１３３人

（概要） 

福祉の職場への職業紹介と斡旋を実施しました。 

（実績） 

・福祉人材センターへの登録等の説明 

〔紹介概要〕 

      件数（人） 

新規登録者 １,３５９件

新規求人登録 １,４２７件

紹介状 ４３８人

採用 ９４人

求職相談 ６,７０２件

求人相談 ４,８４９件

 

 

 

○経営方針１－（７）－ハ（再掲） 

（概要） 

人材センター，介護の日周知用ポスターを作成し，

関係機関に配布しました。 

（実績） 

・８月 ＰＲポスターの発行        ５００部

・８月 リーフレットの発行      ３，０００部

・求人情報の発行           ３，６００部

・９月 「はーとふる４３号」発行   ４，０００部

・２月 「はーとふる４４号」発行   ４，０００部

 

 

 

 

（概要） 

「福祉人材の戦略的な採用と初期の定着促進の進

め方」をテーマにセミナーを開催しました。 

（実績） 

・６月１８日 人材育成管理者セミナー   ４８人

 

について，意見・情報 

交換を行い，当センタ 

ー事業の共通理解に

繋 

がりました。 

（課題等） 

・事業の展開（状況） 

に合わせた開催時

期 

の検討 

（成果） 

関係機関団体との

連 

携により，ガイダンス 

セミナー開催後の登

録 

者の拡大に繋がりま

し 

た。 

（課題等） 

・相談ブース出展団体 

に偏りが見られる

た 

め更なる開拓が必

要 

 

 

 

（成果） 

来所者数が昨年の

４ 

０％増となり，採用人 

数も昨年より１２人

増 

となりました。 

（課題等） 

・無資格で経験のない 

中高年の方に対す

る 

職業紹介 

 

 

 

 

 

 

 

 

（成果） 

求職者，事業者，学 

校関係機関等に向け

て 

様々な情報を発信し

て 

ました。 

（課題等） 

・配布対象者のニーズ 

をより反映した広

報 

誌の作成。 

 

 

 

 

（成果） 

人材の採用，定着の 

ために必要な手法の

理 

解に繋がりました。 

（課題等） 

・人材の採用，定着は 



 

事業者の単独の取

り 

組みだけでは困難

な 

ため，研修後のフォ 

ローアップの取組 

  

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ニ 戦略的な就職

フェアを展開す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ｂ 休職・離職者で福祉の資格を有する方に対する研修の

実施 

 

  

 

  

 

 

    c   職場体験事業（新規） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ｄ 福祉・介護人材マッチング支援事業（新規） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ロ）福祉施設経営相談事業と連携した法人特別支援事業の実

  施 

（ハ）介護福祉士等修学資金貸付事業（新規・再掲） 

  

福祉の人材確保に関して，学校や施設現場の協力を得て，タ

イムリーで効果的な説明会の実施を目指します。 

（イ）福祉の職場説明会の開催 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ロ）福祉の仕事ガイダンスの開催 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ハ）ハローワークを活用した移動相談会の実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（概要） 

 潜在的有資格者を対象に介護職に求められる心構

えと基礎技術についての研修を実施しました。 

（実績） 

・１１月１１日 介護職就労支援研修    ３９人

 

 

 

（概要） 
福祉・介護の仕事に関心を有する方に対して職場を

体験する機会を提供し，実際の職場の雰囲気やサービ

ス内容などを直接知ることができる環境をつくり，人

材の参入を促進してきました。 
※職場体験延べ日数１００日予定 
（実績） 
・職場体験事業説明会の開催         ２２事業所 
・職場体験調整数体験者４４人（学生３３人一般１１

人 延べ体験日数１２５日 
・福祉職場への採用人数              ３人

 
（概要） 
個々の求職者にふさわしい職場を開拓するととも

に，働きやすい職場づくりに向けた指導助言を行い，

円滑な就労・定着を支援する事業を展開しました。 
（実績） 
・福祉の就職フェア開催   
 ２/２８実施 ２２５人 事業所数２０ヵ所

・求人事業所訪問              ６ヵ所

・３福祉士のデータ整理 
・アンケート調査の実施       ２，２４３件

○経営方針３－（２）－ニ（再掲） 

 

○経営方針１－（２）－ロ（再掲） 

 

 

 

（概要） 

福祉職場に求められる人物象をテーマに講話，求人

事業者との面談の場を提供しました。 

（実績） 

・職場説明会 

６月２９日 参加者           ２４６人 

      求人事業所        ２１ブース 

 

 

（概要） 

福祉の職場へ就職を希望する者，福祉の仕事に関心

のある者を対象に，求人を希望する社会福祉施設・団

体等との面談の場や福祉の仕事に係る各種相談コー

ナーの場を提供し，福祉人材の確保推進と就職活動の

支援を行いました。 

（実績） 

・福祉の仕事ガイダンス       

１０月１５日 参加者         ３４０人 

       求人事業所        ３２ブース 

（概要） 

ハローワークを会場に福祉の仕事の相談，情報提供

を実施しました。 

（実績） 

・移動相談会（労働局と調整） 

 会場 相談者 

７月 ハローワーク仙台    ３０人

８月 ハローワーク大和 ３２人（２人）

９月 ハローワーク塩釜    １６人

10月 ハローワーク白石     ９人

（成果） 

介護職に求められ

る 

心構えと基礎技術に

つ 

いての理解に繋がり

ま 

した。 

（課題等） 

・参加を推進するため 

の周知方法の検討 

（成果） 

今年度については

調 
整期間が１ヶ月間で

し 
たが，体験希望者に対 
し窓口で面談を行い

調 
整した結果，予定数を 
超える参加があり，参 
加者の就労意欲の向

上 
採用にも結び付きま

し 
た。 
（課題等） 
・受入施設の拡大 
（成果） 
就労・定着支援に向 

けての講義を実施し， 
参加者より福祉の仕

事 
に対して良い印象が

持 
てたとの声が聞かれ

イ 
メージアップに繋が

り 
ました。 
（課題等） 
・地域ごとの求人開拓 
 

 

 

 

 

 

（成果） 

各事業者の全参加

者 

に向けての自職場の

説 

明により，福祉職場の 

理解に繋がりました。 

（課題等） 

・福祉の求人募集の時 

期が例年遅く，参加 

者ニーズとの乖離 

（成果） 

各種相談コーナー

に 

おいて参加者のニー

ズ 

に応じた対応ができ



 

 

 

 

 

 

 

ホ 定年退職者等

高齢者，障害者の

福祉分野での就

労を促進する。 

 

 

 

 

 

 

 福祉の現場において，積極的に雇用ができるよう検討します。

（イ）「社会福祉法人へのネットワーク機能」活用による社会福

祉法人・施設での雇用の啓発 

 

 

 

 

 

 

 

（ロ）国から受託した就業・生活支援センター事業での企業開

  拓 

11月 ハローワーク塩釜    １１人

12月 ハローワーク仙台    ２６人

※（ ）は障害をお持ちの方を内数で計上 

※ハローワーク仙台と大和においては，就業・生活支

援センターと連携実施 

 

 

 

（概要） 

障害者就業・生活支援センターと連携による移動相

談会を実施しました。 

（実績） 

・上記７月２２日ハローワーク仙台及び８月２６日

ハローワーク大和 

 

 

（概要） 

 障害者の就職先の職場開拓を行ってきました。 

（実績） 

・「ＬｉｎＫ」（大崎圏域）「わ～く」（仙台圏域）で受

託実施 

 企業開拓件数

ＬｉｎＫ     ９件

わーく    ２８件 

ま 

した。 

（課題等） 

・参加を推進するため 

の周知方法 

 

 

（成果） 

これから福祉の仕

事 

を目指す方からの資

格 

取得についての相談

が 

多く，その後の登録に 

結びついてきました。 

（課題等） 

・求人登録が仙台圏域 

に集中しているた

め 

地域ごとの求人開

拓 

 

 

 

 

 

 

 

 

（成果） 

障害者就業・生活支 

援センターとの連携

に 

よる利用者の拡大に

繋 

がりました。 

（課題等） 

・対象者に向けての周 

知方法 

（成果） 

職場開拓を行い障

害 

者雇用の啓蒙・啓発を 

行ってきました。 

（課題等） 

・障害者雇用に対する 

事業主への更なる

啓 

蒙，啓発 

 

経営目標 （２）量質な福祉サービスを支える福祉人材の育成を強化する。 

行動計画 事業計画 事業実績の概要 成果・課題等  

イ 社会福祉従事

者の研修体系を

構築する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ 研修事業の効

果的な実施に努

める。 

 宮城県社協が受託並びに実施している研修と今後の必要な課

題をまとめ，宮城県における福祉従事者の研修体系を策定しま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 人材育成のため，研修事業の効果的な実施に努めます。 

（イ）資格の取得や専門性を高める研修 

  「介護保険法による介護支援専門員関係」「障害者自立支援

法による相談支援従事者やサービス管理者研修関係」など，

専門・分化された福祉施策へ対応する必要な資格取得研修

 

（ロ）社会福祉従事者研修 

（概要） 

社会福祉従事者の研修体系をまとめました。 

（実績） 

・福祉従事者の研修体系を策定し，６月から計画のと

おり実施しました。 

 

 

 

 

 

 

 

（概要） 

福祉の人材育成のため，資格取得や専門性を高める

研修事業を効果的に実施しました。 

（実績） 

・資格取得のための研修 

 日数 受講者 

（成果） 

社会福祉従事者の

研 

修体系の構築により， 

計画的に研修事業を

実 

施することができま

し 

た。 

（課題等） 

・福祉情勢の変化に対 

応した研修体系の

継 

続的検討 

 

 

（成果） 

各研修内容に対応



 

社会福祉の現業者（行政職員含む）の資質の向上に対し，

タイムリーで専門性の高い研修の企画実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ハ）介護研修センターにおける介護知識・技術の普及 

a 介護研修センターが設定し開催する介護講座 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

b 県の委託研修（制度の見直し等に対応した高齢者福祉

事業従事者のための専門講座・認知症・小規模多機能など）

介護支援専門員専門研修等 39日 1,542人 

主任介護支援専門員研修 10日 １５３人

障害者相談支援従事者研修 13日 ２１５人

サービス管理責任者研修 11日 ２１５人

知的障害者ヘルパー養成研修 52日 ４５人

福祉サービス第三者評価 

調査者養成研修 

５日  １８人

・社会福祉従事者研修 

研修名 日数 受講者 

社会福祉関係職員研修 ８日 ４２８人

保健福祉行政関係者研修 10日 １９２人

社会福祉施設職員研修 27日 2,057人 

 

（概要） 

 介護研修センターが設定し開催する介護講座を実

施しました。 

（実績） 

研修名 日数 受講者 

介護基礎講座 ２日 １１６人

介護専門講座 ２日 １２７人

介護技術スキルアップ講

座 

 

３日 

 

１７５人

介護特別講座 ３日 ２０４人

（概要） 

 制度の見直し等に対応した高齢者福祉事業従事者

のための専門講座・認知症・小規模多機能県委託研修

を実施しました。 

（実績） 

研修名 日数 受講者 

認知症介護実践者研修 14日 １７８人

認知症対応型サービス事

業管理者研修 

 

２日 

 

２１人

認知症対応型サービス事

業開設者研修 

 

２日 

 

１４人

小規模多機能型サービス

等計画作成担当者研修 

 

２日 

 

１１人

  

し 

た専門性の高い講師

を 

登用して，効果的な研 

修を実施しました。 

 知的障害者ヘルパ

ー 

研修の修了者から８

人 

費が就労に結びつき， 

４人が福祉関係に就

職 

しました。 

（課題等） 

・保健福祉行政職員研 

修等は定員を下回

る 

研修もあったので， 

研修内容の検討 

 

 

 

 

 

（成果） 

ＩＣＦの理念を基

本 
としながら，ＩＣＦを 
具体的に展開してい

く 
一方法としてＫＯＭ

Ｉ 
理論（重点事業）を紹 
介したことにより，受 
講者の介護の視点－

見 
直しの気づきにつな

が 
った。 
（課題等） 
・ＩＣＦの考え方は総 
論であり，各論とし 
ての方法論までは

踏 
み込んでいない。Ｉ 
ＣＦの考え方を介

護 
の実践につないで

い 
くための一方法と

し 
てＫＯＭＩ理論を

紹 
介しているが，定着 
するまでには至っ

て 
いない。 

 

経営方針３ 福祉サービス利用者等の権利擁護活動を推進する。 

 

経営目標 (１)福祉サービス利用者等の支援，権利擁護の取組に努める。 

行動計画 事業計画 事業実績の概要 成果・課題等  

イ 日常生活自立

支援事業の充実

を図る。 

 

ロ 福祉サービス

第三者評価事業

を推進する。 

 

 

福祉サービス利用援助等事業の展開において，行政や権利擁

護機関，地域包括支援センター等との協力・連携を図り，利用

者の日常生活の支援に取り組みます  

 

福祉サービス内容の客観的評価により，福祉サービスを利用

する人への判断情報の提供と事業者側への質の向上の働きかけ

となります。 

（イ）広報媒体の活用等による本事業の普及啓発 

 

○経営方針１－（２）－イ（再掲） 

 

 

 

 

 

 

（概要） 

本会ホームページ等で事業所及び一般に向けた広

 

 

 

 

 

 

 

（成果） 

保育所１ヶ所（次年 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ハ 権利侵害への

対応，発生防止に

向けた取組を強

化する。 

 

 

 

 

ニ 身体拘束廃止

の相談・研修を実

施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ロ）評価事業の実施 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 県内で行われている権利擁護事業・推進団体・成年後見制度

に関する現状を調査・研究し，課題をまとめ今後の宮城におけ

る権利擁護のあり方について検討します。 

 

 

 

 

 

高齢者権利擁護推進事業の取り組みとして，宮城県身体拘束

ゼロ作戦推進委員会より介護老人福祉施設 和風園が「身体拘

束相談窓口の継続実施」を受託し推進します。 

 

い層へＰＲするほか，施設長を対象にしたセミナーの

開催や対象事業所への個別訪問等によって，普及啓発

活動を行いました。 

（実績） 

・本会ホームページの更新 

・社会福祉施設経営セミナー「利用者が満足する施設

の運営～福祉サービス第三者評価を指標に使う～」

の開催                  １回

 

 

 

 

（概要） 

 福祉サービス第三者評価事業の実施により，福祉サ

ービスの利用者等の支援・権利擁護活動の推移を図り

ました。また，本評価機関（評価調査者）の質の向上

に向けた取組みを行いました。 

（実績） 

・本評価機関パンフレットの作成及び配布 

・事業所への個別訪問           ７ヶ所

・評価実施        目標２ヶ所 実績０ヶ所

・平成２１年度サービス評価研修会への参加派遣 

               １回評価調査者８人 

・本評価機関の評価調査者研修（保育所模擬評価研修）

の企画・実施         ３回評価調査者８人

・本評価機関評価調査者の養成・登録 

      ５人（本会職員以外１人・本会職員４人）

 

（概要） 

 市町村社協における法人後見のあり方について,

「成年後見制度の改正後１０年経過」であることか

ら，現状の把握に努めました。 

（実績） 

・県内４市町社協訪問調査 （９月） 

・成年後見に関する地域勉強会３月 気仙沼地区 

 

（概要） 

 身体拘束を廃止していくためのケアの工夫等につ

いて具体的な助言指導をおこなうとともに，身体拘束

廃止を含めた高齢者権利擁護の取り組みを推進して

きました。 

（実績） 

・相談件数／１７件 

・看護職員研修会／９月，６８施設，９０人 

・権利擁護推進員養成研修／１０月 ３１９人 

度分）の申込みがあり 

ました。また，セミナ 

ー開催により，受審効 

果を周知する機会と

な 

りました。 

（課題等） 

・全国的にも本県は受 
審率が低迷してお

り 
セミナー開催や他

評 
価機関との連絡会

等 
県全体における積

極 
的な働きかけが必

要 
（成果） 

評価調査者の増員

と 

研修会の実施により， 

本評価機関の体制が

強 

化されました。 

（課題等） 

・本評価機関として， 

研修会の実施によ

り 

評価調査者の質の

担 

保に努めるほか，受 

審料キャンペーン

期 

間の設定等の検討

が 

必要 

 

 

 

（成果）    

地域・在宅者のニー 

ズ把握ができました。 

（課題等） 

・今後の方向性を検討 

 

 

 

（成果） 

 身体拘束廃止に向

け 

て施設の関心は高ま

っ 

てきており，研修会の 

参加希望は定員を上

回 

っている状況でした。 

（課題等） 

・職員の定着率が低く 

 新規職員と看護職

員 

 の研修会参加が増

加 

しているので，研修 

会の規模や方法の

検 

討 

 

 

 

ホ 福祉サービス

に係る苦情解決

事業の充実を図

る。 

「福祉サービス利用に関する運営適正化委員会」を設置し，

苦情解決の充実に取り組みます。 

（イ）運営監視合議体による日常生活自立支援事業の調査 

 

 

 

（概要） 

 日常生活自立支援事業の実施主体がおこなう事業

 

 

（成果） 

 運営監視合議体委



 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ロ）苦情解決合議体による「事実確認」と適切な解決促進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ハ）事業者向け「苦情解決促進」に関する個別指導 

 

 

 

 

 

 

 

（ニ）事業者向け・第三者委員向け研修の開催 

の透明性，公平性を担保し，事業の適正な運営を確保

するために調査をおこないました。 

（実績） 

・ 運営監視合議体の開催５月，７月，９月,１１月 

  １月，３月               ６回

・日常生活自立支援事業の専門員概況報告 

・財産管理サポートセンターの契約状況 

・巡回調査の実施について     ５回 １８箇所

（概要） 

 福祉サービス利用者等からの苦情解決に向けて，必

要な調査，助言等を行いました。 

（実績） 

・ 苦情解決合議体の開催４月，６月，７月，９月 

１０月,１２月，２月，３月        ８回

・苦情の取り扱いについて          随時

・巡回訪問の実施について          ２回

 

 

（概要） 

 事業者に，苦情解決体制整備の重要性の理解を推進

してきました。 

（実績） 

・苦情案件事実確認調査           ８件

・ポスター及びパンフレットの配布   ３４６カ所

 

 

（概要） 

 事業者・第三者委員に苦情解決に向けての方策を理

解してもらいました。 

（実績） 

・苦情解決に係る事業者対象研修会  ２回２６８人

・苦情解決に係る第三者委員対象研修会２回１１８人

員 

による現地調査を実

施 

することで，適正な運 

営の確認ができた。 

（課題等） 

・困難事例に対する理 

解と対応 

 

 

（成果） 

 苦情解決合議体委

員 

が各事業所を訪問し

苦 

情解決体制整備状況

等 

を確認する事が出来

ま 

した。 

（課題） 

・今後も苦情解決合議 

体委員の役割とし

て 

継続していく。 

（成果） 

 施設へのポスター， 

パンフレットの配布

で 

苦情解決体制整備の

重 

要性を周知しました。 

（課題等） 

・更なる体制整備の周 

 知 

（成果） 

会場を２個所にし

た 

ことにより，参加しや 

すい環境を整えまし

た 

（課題等） 

・参加者が伸びないた 

め開催場所，内容の 

検討 

経営目標 (２)福祉サービスの質の向上に努める。 

行動計画 事業計画 事業実績の概要 成果・課題等  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 福祉サービス

第三者評価事業

を推進する。 

 

ロ 福祉サービス

に係る苦情解決

事業を推進する。 

 

ハ 介護サービス

情報の公表をと

おし介護サービ

スの質の確保に

努める。 

 

 

 

 

 

 

ニ 社会福祉法人，

NPO法人等福祉サ

ービス事業者へ

の相談支援，人材

（再掲 ３．（１）ロ）   

 

 

 

（再掲 ３．（１）ホ）  

 

 

 

 介護保険事業者の運営状況を，利用者にわかりやすく情報開

示し，質の確保の一助とします。 

（イ）介護サービス情報調査事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 事業者からの経営等の相談に対し，個別・集団での指導・研

修などの方法により支援し，人材確保・経営改善に努めます。

（イ）社会福祉経営支援事業による相談支援の実施 

ａ 社会福祉施設経営相談センターの開設による総合的な支

○経営方針３－（１）－ロ（再掲） 

 

 

 

○経営方針３－（１）－ホ（再掲） 

 

 

 

 

 

（概要） 

 利用者による介護サービス事業所の選択を支援す

ることを目的とし，県指定調査機関として介護サービ

ス事業所の基本的な事項やサービスの内容，運営等情

報を中立・公正な立場から調査を行い，県指定情報公

表センターから情報を公表してきました。 

（実績） 

・対象施設調査            ２８９か所

 

 

 

 

（概要） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（成果） 

 調査機関として調

査 

を行い，介護サービス 

事業所の質の確保に

努 

めることができまし

た 

（課題等） 

・手数料単価の変更 

（減額）に伴う事業 

対応 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

育成支援を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ホ 福祉ＱＣ活動

を普及する。 

 

 援 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ 「特別経営支援事業」の実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ロ）介護保険事業の経営に向けた専門的集団指導（研修）の

実施 

ａ 市町村社協の介護保険経営に関する勉強会・地域包括支

援センター経営の勉強会の開催 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ 新体系サービス移行促進事業のフォローアップ研修開 

 催 

 

 

 

 

 ｃ 経営改善・人材確保に関する専門研修の開催 

 

 

 

 

 

 

 

 

福祉ＱＣ活動を他の福祉施設，市(区)町村社協にも普及し，

福祉サービスの質の向上に努めます。 

（イ）「福祉ＱＣサークル活動」普及モデル事業の実施（再掲）

基本的なものは一般相談，より専門的もしくは個別

的なものは専門相談で対応し，相談の多い案件は集団

相談指導を実施してきました。 

（実績）        

   件数 

一般相談及び支援       ３６５件

専門相談及び指導        １６件

集団相談指導       １０件

・相談傾向としては，人材確保対策の相談が増えたほ

か，事業所開設によるものが比較的目立ちました。

（概要） 

 １２月に県より複数事業所連携事業を受託しなが

ら，県内の社会福祉事業者へ人材確保・職員育成に向

けた支援を行ってきました。 

（実績）  

 件数 

パンフ作成・送付による事業案内 ７９０か

所・２回

電話・訪問による事業案内 ２４件

事業活用に向けた事業者からの相

談対応 

８１件

ユニットの形成・活動支援 ３ユニッ

ト（１１

事業所）

 

 

 

（概要） 

 社会保険労務士や県担当者を講師に招き，「介護職

員処遇改善交付金」等に関する情報交換を行いまし

た。 

（実績） 

・「社協における介護サービス等事業の経営情報交換

会」      ９／７開催・１８市町村社協参加

・「介護職員処遇改善交付金及び福祉・介護人材の処

遇改善事業に係る情報交換会」 

         １２／１４開催・７市町村社協参加

 

 

（概要） 

税理士を講師に招き，小規模作業所の新体系サービ

ス移行における会計処理の研修を実施しました。 

（実績） 

・「新体系サービスにおける会計処理のフォローアッ

プ研修会」   １２／１９開催・１０事業所参加 

（概要） 

 第三者評価機関の第一人者や県担当者等を講師に

招き，事業所の経営者等を対象に第三者評価を活用し

た施設経営の改善・人材育成を提案しました。 

（実績） 

・『社会福祉施設経営セミナー「利用者が満足する施

設の運営～福祉サービス第三者評価を指標に使う

～」』      １／２２開催・３３事業所参加 

 

 

 

○経営方針５－（２）－イ（再掲） 

 

 

（成果） 

件数としては昨年

度 

より６割増加しまし

た 

（課題等） 

・職員の更なる資質の

向上 

・経営協との連携によ 

り，事業所の実態と 

課題の把握 

 

 

（成果） 

小規模施設に対す

る 

人材育成支援の必要

性 

を認識しました。 

（課題等） 

・複数事業所連携事業 

の補助金交付期間 

（～H２３年度）終

了 

後を見越した支援

の 

仕方（事業所間のネ 

ットワーク作り及

び 

自立性に向けた支

援 

と情報提供） 

 

 

 

 

（成果） 

参加事業所間の情

報 

交換と専門家の助言

に 

より，各施設の課題整 

理に役立ちました。 

（課題等） 

・経営協との連携のも 
と，常にタイムリー 
な問題や要望をつ

か 
み，専門的集団指導 
（研修）の内容の充

実 
（成果） 

新体系への移行が

ス 

ムーズに進んでいる

確認が取れました。 

（課題等） 

・情報交換の機会確保 

（成果） 

 事業の重要性の認

識 

が広がりました。 

（課題等） 

・事業受診施設の確保 

 

 

 

 

 



 

 

経営方針４ 指定管理施設等の適正な運営を行う。 

 

経営目標 （１）福祉サービスの向上及び施設の効率的かつ効果的な管理運営に努める。 

行動計画 事業計画 事業実績の概要 成果・課題等  

イ 利用者の生活

の質の向上に努

める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ リスクマネジ

メントを推進す

る。 

 

 

 利用者一人ひとりの基本的人権を守り，利用者の主体性を尊

重した質の高いサービスの提供に努めます。 

（イ）施設サービスの標準化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ロ）個別支援計画の再構築 

 

 

 

 

 

 

 

 

 良質かつ安心・安全なサービスの提供に努めます。 

（イ）ヒヤリ・ハット事例の収集，要因分析による事故防止（再

掲） 

（ロ）福祉ＱＣ活動の推進（再掲） 

（ハ）個人情報の保護，管理の徹底（再掲） 

（ニ）施設サービスの標準化（再掲） 

 

 

（概要） 

 提供するサービスの質の向上を図っていくために，

サービス基準を明確化し，質の高いサービスを提供し

てきました。  

（実績） 

・施設サービス評価部会           ３回

・各種マニュアルの見直しと整備      全施設

・新規職員への研修実施       全施設・法人

・外部評価の実施             全施設

・誤薬ゼロ強化月間７月～８月       全施設

 

 

（概要） 

 個別支援計画を見直すことで，生活の質の向上を図

ってきました。 

（実績） 

・個別支援計画の見直しと作成       全施設

 

 

 

 

 

○経営方針５－（１）－ロ（再掲） 

 

○経営方針３－（２）－ホ（再掲） 

○経営方針５－（１）－ロ（再掲） 

○経営方針４－（１）－イ（再掲） 

 

 

（成果） 

 質の高いサービス 

を提供するために， 

各種マニュアルの見 

直しと整備を行うこ 

とで，事故防止に努 

めてきました。 

（課題等） 

・マニュアル見直し 

後の検証の実施 

・福祉サービス第三 

者評価導入の検討 

（成果） 

 ライフステージに 

合った個別支援計画 

を作成し，生活の質 

の向上を図ってきま 

した。 

（課題等） 

・疎遠家庭との連携 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ハ 権利擁護を推

進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 権利擁護・権利侵害への対応・発生防止に向けた取り組みを

強化します。 

（イ）なんでも相談等苦情解決のシステムの活用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ロ）倫理綱領及び具体的行動計画に基づく実践 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ハ）身体拘束へと至らない生活支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ニ）成年後見制度の活用 

 

 

 

 

（概要） 

 各施設に担当者を配置し，利用者，家族等からの相

談や苦情に対して適切に対応してきました。 

（実績） 

・なんでも相談部会             ４回

・窓口担当者，責任者の配置と第三者委員の委嘱 

全施設

・ポスター掲示による啓発         全施設

・相談，苦情数              ４８件 

 

（概要） 

 利用者がサービスを利用する過程において適切な

サービスを提供し，その上で利用者の人権，権利を明

確に遵守し，自立と社会参加を推進してきました。 

（実績） 

・倫理綱領部会               ３回

・平成２１年度版具体的行動計画の見直しと実践 

                      全施設

 
（概要） 
 利用者が望む，豊かで，安全，安心できる快適な生

活を提供することに努めてきました。 
（実績） 
・身体保護研究会              ４回

・四半期ごとの状況調査          全施設

・身体保護宣言ポスター作成        全施設

 
 
（概要） 
障害（知的障害，精神障害，痴呆など）により判断

能力が十分でない方が，不利益を被らないように家庭

 

 

（成果） 

 相談・苦情を受付 

けることでサービ 

スの質の向上及び 

組織内の自助解決 

能力の向上に結び 

付けてきました。 

（課題等） 

・迅速な対応 

・相談内容の分析 

（成果） 

 施設ごとに具体的 

な行動計画を見直す 

ことで，行動規範の 

確認に結びつけてき 

ました。 

（課題等） 

・全職員への周知徹 

 底 

（成果） 

 身体保護宣言ポス 

ターを作製すること 

で，職員の人権に対 

する再認識が図られ 

ました。 

（課題等） 

・全職員への周知徹 

 底 

（成果） 

 成年後見制度の活 

用については，必要 



 

 

 

 

 

 

 

二 セーフティー

ネット的機能を

発揮する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ホ 適正な財務管

理を行う。 

 

 

 

 

 

へ 建物・設備等の

適切な保守管理

を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

ト 職員の資質の

向上に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

チ その他 

 

 

 

 

 

 

 

 

 最も支援を必要とする方々を受け入れます。 

（イ）虐待等による利用者の緊急保護をはじめ，処遇困難な障

害者等の受け入れの実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ロ）災害時の被災者等の緊急保護の実施 

 

 

 

 

 

 施設の運営状況を的確に把握し，適正な財務管理を行います。

 

 

 

 

 

 

 施設の建物・設備等の適切な保守管理を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 職員の資質の向上に努めます。 

（イ）ＯＪＴの充実 

 

 

 

 

（ロ）職員研修の充実・強化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 新型インフルエンザ対応状況 

裁判所に申し立てをおこない，その方を援助してくれ

る人を必要に応じて活用してきました。 
（実績） 

・施設       ３１人（後見２８人，保佐３人）

・共同生活介護，共同生活援助７人（後見６人，補佐

 １人） 

 

（概要） 

 関係機関等と協議し，虐待や処遇困難な障害者等を

緊急一時保護等で受け入れて，生活（自立）支援をお

こない次のライフステージへ円滑に移行できるよう

努めてきました。 

（実績） 

〔受入状況〕 

施設名 虐待等 災害 その他

和風園 

コロニー １ ７

偕楽園 

太白荘 ２

援護寮 

七ツ森希望の

家 

啓佑学園 １ １

第二啓佑学園

やすらぎの里

ひまわりホー

ム 

合計 ２ １１

（概要） 

 施設の運営状況を的確に把握し，適正な財務管理を

行ってきました。 

（実績） 

・月次報告の提出            全施設 

 

 

（概要） 

 指定管理に関する委託契約に基づき，施設の建物・

設備等の適切な保守管理に努めてきました。 

（実績） 

・建物，防災設備の自主点検と業者委託による保守点

検                   全施設 

・年次計画による建物等の改修       全施設

 

 

 

（概要） 

 職務を通じて，または職務と関連させながら職員の

資質の向上に努めてきました。 

（実績） 

・職務を通じて，または職務と関連させながら実務研

修を行ってきました。          全施設

（概要） 

 「ＯＪＴ」，「ＯＦＦ－ＪＴ」，「ＳＤＳ」の形態で職

員の資質の向上に努めてきました。 

（実績） 

・全施設で対応 

 

 

 

 

 

 

 

（概要） 

 新型インフルエンザの対応 

 

  

があれば個別対応し 

てきました。 

（課題等） 

・本人以外の家族等 

の同意 

 

 

（成果） 

 利用者の権利擁護 

を基本に関係機関と 

の連携により，次の 

ライフステージへと 

結びつけてきました 

（課題等） 

・利用者の権利擁護 

・利用者ニーズと社 

会ニーズのすり合 

わせ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（成果） 

 月次財務諸表に基 

づき，適正な財務管 

理に結びつけてきま 

した。 

（課題等） 

・施設利用料未納の 

対応 

（成果） 

 施設の建物・設備 

等について委託先の 

県と連携をとりなが 

ら対応してきました 

（課題等） 

・建物の老朽化に対 

する対応 

 

（成果） 

 職務を通じて，職 

員の資質の向上に努 

めてきました。 

（課題等） 

・「ＯＪＴ」の検証 

（成果） 

 多様な研修形態に 

より職員の資質の向 

上に努めてきました 

（課題等） 

・交代制勤務であり 

「ＯＦＦ－ＪＴ」に 

おける職員参加の 

方法 

・職員研修と業務評 

価の連続性 

 

（対応） 

嘱託医との連携・ 

協力により，国のサ 

ーベイランスや法人 

の感染症対策マニュ 

アルに基づいた対応 

により感染予防に努 

めました。 



 

（課題等） 

・集団生活における 

感染拡散予防の対 

応 

経営方針５ 適正な法人運営と運営基盤の強化を図る。 

 

経営目標 （１）経営機能の充実・強化を図り，主体的・効率的経営の確立に努める。 

行動計画 事業計画 事業実績の概要 成果・課題等  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 中期ビジョン

を策定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ コンプライア

ンス（倫理・法令

遵守）経営の確立

を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 経営分析（外部環境分析・財務状態分析・人事給与分析・利

用者満足度分析等）を行い，県社会福祉協議会中期ビジョンを

策定します。 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

質の高いサービスを提供するとともに，経営上のリスク管理

の徹底を図り，法人が提供する福祉サービスに対する相談・苦

情等に適切な対応に努める等，より適正な法人運営を目指し，

コンプライアンス（倫理・法令遵守）経営を推進します。 

（イ）規則・規程・倫理綱領具体的行動計画等の整備とその実

践による業務推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ロ）リスクマネジメントの推進 

  経営上のリスクや福祉サービスにおける事故等に備えま

す。 

ａ 適正な予算執行，資金管理の実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ ヒヤリ・ハット体験報告の充実 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｃ 交通事故，労働災害の発生防止 

 

 

 

 

 

 

 

（概要） 

専任職員を配した専門部署において，経営分析をおこ

ないながら，県社会福祉協議会中期ビジョンを策定して

きました。 

（実績） 

・昨年度より中期ビジョンを策定中。 

・当面の対策として，事務事業を自己評価し３ヵ年のア

クションプラン（行動計画，事業計画）の作成    

 

 

 

 

 

 

 

 

（概要） 

規則・規程等の速やかな改正を行い，より適正な法人運

営を目指してきました。 

（実績） 

・経理規則の改正           ４月 １日施行

・臨時職員就業規程の改正       ７月 １日施行

・職員定年退職の再雇用規程の改正   ９月２４日施行

・臨時職員等就業規程の改正      １月 ５日施行

・旅費規程の改正           ３月 １日施行

・具体的行動計画の作成         事務局４部署

 

 

 

 

 

（概要） 

資金管理委員会の開催，月次報告の提出・確認を行っ

てきました。 

（実績） 

・資金管理委員会   ７月１４日，１２月４日 

         １月２０日，３月５日    ４回

・月次報告の提出・確認            毎月

 

 

 

 

（概要） 

ヒヤリ・ハット体験報告や事故報告に伴い，事務局や

各施設の委員会で分析・検討し再発防止に努めました。

また，研修会を実施し，職員のリスクマネジメントに

対する意識の向上に努めました。 

（実績） 

・ヒヤリ・ハット事例の収集と要因分析／全施設 

ヒヤリ・ハット 事故 

８１６件 ８９件

・リスクマネジメント部会           ３回

・リスクマネジメント研修会 １１月２６日，２月２日

 

（概要） 

事務局に安全運転管理者に加え，新たに２名の副安全

運転管理者を配置し，産業医巡回により相談及び職場環

境の確認を行いました。 

（実績） 

・安全運転管理者研修への参加    ６月２４日２人

       ７月２８日１人

・交通事故発生状況の通知による啓発活動 

（成果） 

実施事業の自己

評 

価により，事業の現 

状の把握や事業目

的 

を再認識すること

が 

できました。 

（課題等） 

・プランに沿った事 

業の方向性の実

現 

のための進行管

理 

の方法について

の 

検討 

 

 

 

 

（成果） 

 利用者支援の実

態 

及び諸制度改正に

適 

合した規則等の改

正 

を行いました。 

（課題等） 

・変化が著しい福祉 

や労働環境の制

度 

や社会情勢に対

し 

て,迅速かつ適正 

な対応 

 

 

 

 

（成果） 

 経営上のリスク

に 

備え，積極的な業務 

改善や実態の分析， 

具体的な取り組み

に 

より，職員のリスク 

に対する意識が高

ま 

りました。 

（課題等） 

・より適正な執行管 

 理 

（成果） 

 サービスの質の

確 

保のためヒヤリ・ハ 

ット事例を集積し， 

要因分析を行い，事 



 

 

 

 

ｄ 個人情報の保護，管理の徹底 

 

 ５月２０日，７月１６日，１０月３０日，１月２７日

４回

・産業医の巡回／毎月 

（概要） 

本会個人情報保護規程に則り，保護を努めました。 

（実績） 

 個人情報の管理方法について，職員間で再度確認を行

いました。 

故防止に努めてき

ま 

した。 

（課題等） 

・精度の高い要因分 

 析 

・要因分析のマニュ 

アルへの反映 

（成果） 

 事故発生防止の

体 

制作りを強化しま

し 

た。 

（課題等） 

・具体的な啓発活動 

 

 

 

 

 

（成果） 

個人情報の保護・ 

管理について再確

認 

を行いました。 

（課題等） 

・今後も増え続けて 

いく情報の管理

方 

法についての検

討 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ハ）サービスの質の向上（再掲） 

ａ 施設サービス自己評価の充実・強化を図り，サービス

内容の見直し・改善 

ｂ 福祉ＱＣ活動による業務改善の推進（再掲） 

ｃ 業務マニュアルの見直し・改善 

  ｄ 利用者の権利擁護・リスク管理の推進 

 

 

 

 

 

 

 

（ニ）職員提案，相談・苦情解決制度の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ホ）セクシュアルハラスメント防止の徹底 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（へ）事業報告書，収支計算書，サービス評価結果等の開示に

よる経営の透明性の確保 

 

 

 

 

 

（概要） 

安全で安心な質の高いサービス提供のため，リスク管

理や業務改善に努めてきました。 

（実績） 

・ヒヤリ・ハット事例の集積と分析 

・事故対応はＳＨＥＬモデルによる検証・改善 

・「誤薬ゼロ強化月間」／７月～９月 

・ぱれっと「金銭取り扱いマニュアル」の見直し 

・各施設の「配薬マニュアル」の見直し 

・権利擁護推進委員会（倫理綱領部会，なんでも相談部

会，セクシャルハラスメント部会，身体保護部会，施

設サービス評価部会，リスクマネジメント部会），リス

ク管理委員会の設置 

（概要） 

 利用者，家族，業者，職員及び関係者からの相談・苦

情等を受け付け，迅速で適切な対応に努めてきました。

（実績） 

・平成２１年度担当者・外部委員の設置 

・窓口担当者の明示 

・なんでも相談               ４８件

・相談，訴え                 １件

 

（概要） 

 職場でのセクシュアルハラスメントを防止し，男女と

もに働きやすい職場をつくることに努めました。 

（実績） 

・セクシュアルハラスメント部会        ３回

・「平成２１年度セクシュアルハラスメント再発防止対

策」の策定 

・セクシュアルハラスメント相談窓口担当者セミナーへ

の参加                ９月９日７人

・ビデオによる啓蒙       １０月～  全職員対象

（概要） 

 事業報告書等をホームページ，広報誌等で公開し，経

営の信頼性・透明性の確保に努めました。 

（実績） 

・事業報告，決算書等 

ホームページ，広報「福祉みやぎ」にて開示

・サービス評価結果      ホームページにて開示

（成果） 

 サービスの質の

確 

保のためヒヤリ・ハ 

ット事例を集積し， 

要因分析を行い，様 

々な取組みを行い

事 

故防止に努めてき

ま 

した。  

（課題等） 

・精度の高い要因分 

析 

・分析結果のマニュ 

アルへの反映  

（成果） 

 相談や苦情の受

付 

体制の強化に努め

ま 

した。 

（課題等） 

・様々な内容の相談 

等に対する窓口

担 

当者の更なるス

キ 

ルアップ 

（成果） 

全職員対象のビ

デ 

オ鑑賞研修により， 

セクシュアルハラ

ス 

メントに対する再

認 

識ができました。 

（課題等） 



 

 

ハ 的確な財務管

理に基づき経営

を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ニ 経営機能の充

実・強化を図る。 

 

 

 経営状況を的確に把握し，将来の事業展開を見据えた財務管

理を行います。 

（イ）財務分析に基づく経営計画の策定と実施 

（ロ）予算の効果的，効率的な執行 

（ハ）積立金，引当金，事業資金等自主財源の計画的確保によ

る経営基盤の強化 

（ニ）経営分析によるコスト管理 

 

 

 

 

 

 

 

主体的・効率的経営の確立のため，県社協の役割を認識し，

経営機能の充実・強化を図ります。 

（イ）理事会，評議員会の開催 

（ロ）監事監査の定期的実施 

（ハ）職員会議の実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ニ）事業評価 

 

 

 

 

 

 

（ホ）中期ビジョンによる事業管理（再掲） 

（へ）職員研修の充実・強化 

（ト）宮城県社会福祉大会，社協フォーラム等の開催（再掲）

 

（チ）広報誌，ホームページ等による情報の発信（再掲） 

 

 

 

（概要） 

事業計画，事業評価，基金・資金の運用・管理，財務

諸表を元に総合的に分析をおこない経営基盤の強化に努

めてきました。 

（実績） 

・月次報告による予算執行確認         毎月

・事業の自己評価によるコストの確認 

事務局事業／７月，施設事業／８月

・資金管理委員会（再掲） 

○経営方針５－（１）－ロ（再掲）

・役員の報酬削減            ６月～５％

 

 

 

（概要） 

主体的・効率的経営の確立のため，県社協の役割を認

識し，経営機能の充実，強化を図ることに努めています。

（実績） 

・各種会議等の開催 

理事会 

５月２６日，６月１日 

９月２５日，１２月２２日

３月１９日 

評議員会 

５月２２日，９月２５日 

１２月１８日 

３月１５日 

正・副会長会議
４月２１日，７月３１日 

１１月２日，３月１０日 

監事監査 

５月７日，５月８日 

８月４日，８月１１日 

１１月９日，１１月１０日

経営企画委員会

５月２０日 

８月５日・６日 

１０月８日・９日 

１０月２９日 

１２月２５日，２月１０日

施設長会議 

４月２４日，５月２０日 

６月２６日，７月１７日 

８月１０日，８月２６日 

９月２９日，１０月３０日

１１月３０日，１２月７日

１２月２５日，２月１０日

３月８日 

（概要） 

３ヵ年のアクションプラン作成に向け事業毎の自己評

価を行いました。 

（実績） 

・各事業自己評価       事務局７月，施設８月

 

 

○経営方針５－（１）－イ（再掲） 

○経営方針５－（２）－イ－（イ）（再掲） 

○「福祉大会」 経営方針１－（７）－ロ（再掲） 

○「社協フォーラム」経営方針１－（１）－ホ（再掲）

○「福祉みやぎ 発行」「ホームページ」経営方針１－（７）

－イ（再掲） 

・定期的な啓蒙活動 

 

 

（成果） 

 様々な手段で法

人 

経営情報を提供し， 

経営の透明性が確

保 

できました。 

（課題等） 

・より一層の経営の 

透明性の確保 

 

 

（成果） 

 計画的な予算の

執 

行管理を行い，経営 

基盤の強化に努め

ま 

した。  

（課題等） 

・より精度の高い経 

営分析及びコス

ト 

管理 

 

 

 

 

 

（成果） 

議決機関として

の 

理事会・諮問機関と 

しての評議員会で， 

経営に関わる重要

な 

事項について審議

し 

経営機能の充実が

図 

られました。 

（課題等） 

・より効率的な各種 

会議等の運営 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（成果） 

 事業を推進する

上 

での指標となりま

し 

た。 

（課題等） 



 

・事業評価指数のあ 

り方 

 

経営目標 （２)変化に柔軟に対応できる自立的組織を確立する。 

行動計画 事業計画 事業実績の概要 成果・課題等  

イ 人材の確保と

職員の育成に努

める 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

職員研修体系を再構築し，職員の資質向上に努めます。 

（イ）職員育成の強化 

ａ 職員研修体系を再構築し，新体系による研修の実施 

ｂ 幹部職員のスキルの向上 

ｃ 福祉ＱＣサークル活動の推進 

ｄ 研修担当職員の資質向上 

ｅ 自主研究グループ活動の活性化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（概要） 

内部研修の充実を図るため，職員研修体系を再構築し，

職員の資質向上に努めました。 

福祉ＱＣサークル活動の推進は，利用者サービスの向

上を図るため，職員が活動に参加し，業務改善に取り組

みました。 

（実績） 

・平成２１年度職員研修体系の策定（４月） 

（階層別研修） 

新任臨時職員研修

（臨時職員） 

４月２日／３３人 

初任者研修（嘱託

職員・臨時職員）

６月１７日・１８日／３８人

一般職員研修（嘱

託職員・臨時職員）

９月１１日／３２人 

９月１３日／３２人 

中堅職員研修 

（主査等） 

９月３０日・１０月1日 

１０月２９日／１８人 

監督者研修（課

長・係長） 

８月２５日・２６日 

１０月２２日／２１人 

管理者研修（施設

長等） 

６月２６日／２２人 

１月２９日／２５人 

・福祉ＱＣサークル活動の推進 

（平成２１年度活動実績）２３サークル ２０９人 

ＱＣサークル管

理・監督者研修 

７月３１日／１４人 

サークルリーダー

研修 

７月３１日／１４人 

「福祉ＱＣ活動」

発表会 

３月３日／１００人 

※内２４人他法人 

 

・権利擁護の推進 

サービス評価部

会研修 

１０月２日と１１月４日 

／７４人 

 

（成果） 

 今年度の職員研

修 

体系に基づき，各種 

階層別・専門研修を 

実施し職員の資質

向 

上に努めました。 

 福祉ＱＣ発表会

を 

開催するとともに， 

活動事例集を作成

し 

ました。 

（課題等） 

・中長期経営プラン 

（案）に示された 

新たな人事制度

の 

確立に取り組み 

 

 

 

 

 

 

 

（成果） 

 毎年の発表会の

実 

施及び事例集の発

行 

により，福祉施設， 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ 新たな人事制

度を構築し，運用

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

処遇制度，給与制度，人材育成制度，人事考課制度等が連動

した新たな人事制度を構築します。（中期経営計画の柱の一つ）

（イ）新たな人事制度の構築 

１２月１日と２日／３４人 

倫理綱領部研修 １０月７日／７７人 

・リスク管理の推進 

リスク管理委員

会研修会 

１１月２６日／１６人 

 ２月２日／２３人 

 

 

 

（概要） 

現在策定のため検討中の中長期ビジョンの主な柱の一

つとして，各人事制度が連動した新たな人事システムを

検討中です。 

（実績） 

・中長期ビジョン策定のため取り組み中 

社協への活動普及

に 

つながりました。 

（課題等） 

・普及モデル事業の 

 実施団体の確保 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（成果） 

 新たな人事制度

を 

包含した中長期経

営 

プラン（案）を作成 

しました。 

（課題等） 

 新たな人事制度

の 

実現に向け具体的

な 

実施方法の検討 

経営目標 （３)先駆的事業・モデル的事業を推進する。 

行動計画 事業計画 事業実績の概要 成果・課題等  

イ 先駆的事業・モ

デル的事業を調

査・研究し，試行

実践を行う。 

 モデル的事業として，試行します。 

（イ)「地区社協・地域コミュニティ作り」の実践研究として，

モデル市町村社会福祉協議会と協働で，地域住民へ働きか

けます。（再掲） 

 

○経方針１－（１）－イ（再掲） 
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